
 

 

  
２０２１年 

町田市行政経営監理委員会 

報告書 

町田市では、行政経営改革を着実に推進していくことを目的と

し、外部の有識者である専門委員や市長・副市長等で構成する町

田市行政経営監理委員会を設けています。 

 

２０２1 年度は「未来への投資と行政サービス改革 ～ まち

だ未来づくりビジョン２０４０の実現に向けた次期５ヵ年の行政

経営 ～」をテーマとし、これからの行政経営のあり方につい

て、専門委員等から提言・提案をいただきました。 

 

2021 

10/5 (火) 開催 

【日時】  

２０２１年１０月５日（火）１０時００分～１２時００分 

【会場】  

町田市庁舎３階会議室 

【出席者】 

委員） 

岡本正耿委員、山本清委員、佐藤主光委員 

石阪丈一市長、髙橋豊副市長、赤塚慎一副市長  

幹事） 

小池晃政策経営部長、黒田豊経営改革室長、髙橋晃総務部長、井上誠財務部長 

【事務局】 

政策経営部経営改革室 
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※本報告書は、ホームページでもご覧いただけます。 

https://www.city.machida.tokyo.jp/shisei/gyousei/keiei/gyouseikeieikanri13-/index.html 
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 ◆ 石阪市長挨拶 

 

本日はお忙しい中、お集まりいただきましてありがとうございます。 

また、岡本委員、山本委員、佐藤委員には、今年度も継続して専門委員として

ご尽力いただけることを、改めて感謝申し上げます。 

さて、２０２１年度のテーマは、「未来への投資と行政サービス改革」といた

しました。町田市では、２０２２年度から始まる新たな基本構想・基本計画であ

る「まちだ未来づくりビジョン２０４０」を策定し、２０２１年６月の市議会に

おいても承認をいただいたところです。今から２０年後の２０４０年における未

来の暮らしを見据え、町田市の“なりたい未来”に向けて、未来への投資を着実

に実践していかなければなりません。 

一方では、新型コロナウイルスの感染拡大は、私たちの生活を脅かし、社会経

済に大きな影響を与えています。また、デジタル技術を活用した改革の潮流は、

将来的に国・都道府県・市町村の３層による行政構造の枠組み自体を変えていく

のではないかと考えています。そして、住民基本台帳の管理や課税所得の認定の

仕事が市町村の基礎業務としてありますが、それを担っている基礎自治体のあり

方そのものがデジタル化により、大きく変わるのではないかと考えています。 

行政を取り巻く環境は、不確実性が高く、先行きを見通しにくい社会情勢であ

るとともに、財政面においても厳しい状況でございます。そのため私どもとしま

しては、これまでにない大胆かつ柔軟な発想をもって、事業の展開や行政経営に

取り組んでいきたいと考えています。 

このかつてない難局を乗り越え、新たな時代にふさわしい行政経営について、

専門委員のみなさま方と、忌憚のない意見交換が出来ればと思います。 

本日は、短い時間ではありますが、どうぞよろしくお願いいたします。 
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第１部 まちだ未来づくりビジョン２０４０について 
 

 

（１）まちだ未来づくりビジョン２０４０の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   まちだ未来づくりビジョン２０４０の構成について説明します。 

   本ビジョンは、基本構想部分である「①２０４０なりたい未来」で、まちづ

くりの方向性と行政経営の方向性を明らかにし、その方向性に沿って進んでい

った未来の姿を都市像と経営像を掲げています。そして基本計画部分である

「②まちづくり基本目標」で、なりたいまちの姿に沿った政策・施策を体系的

に示し、なりたいまちの姿に至るための目標を設定するとともに、「③経営基

本方針」で、行政経営の姿に沿った政策・施策を体系的に示し、「まちづくり

基本目標」を支える行政の経営方針を掲げています。 

 

  

１ まちだ未来づくりビジョン２０４０の概要

（１）まちだ未来づくりビジョン２０４０の構成

４

町田市における次期の基本構想・基本計画である「まちだ未来づくりビジョン２０４０」は、基本構想部分を担う「2040なりたい未来」

と基本計画部分を担う「まちづくり基本目標」及び「経営基本方針」で構成されます。また、ビジョンの実現に向けて、具体的な事業と

取り組みを示す実行計画（５ヵ年計画）を策定します。

②まちづくり基本目標

「２０４０なりたい未来」で掲げた、なりたいまちの姿に沿った政策・施策

を体系的に示し、なりたいまちの姿に至るための目標を設定します。

③経営基本方針

「２０４０なりたい未来」で掲げた行政経営の姿に沿った政策・施策を体系

的に示し、「まちづくり基本目標」を支える行政の経営方針を掲げます。

①２０４０なりたい未来

まちづくりの方向性、行政経営の方向性を明らかにし、方向性に沿って進ん

でいった未来の姿を「なりたいまちの姿」（都市像）、「行政経営の姿」（

経営像）として掲げます。

資料編：４～７頁
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まちだ未来づくりビジョン２０４０の体系について説明します。胎児期・幼年

期から高年期まで、年齢ごとに政策を５つに区分するとともに、全世代に向けた

政策を４つに区分し、ライフステージを意識した特徴的な計画体系としています。

また、まちづくり基本目標の実現を支える経営基本方針で構成しています。 

 

 

 

 

  

（２）まちだ未来づくりビジョン２０４０の体系

第１部 まちだ未来づくりビジョン２０４０の取り組み１ まちだ未来づくりビジョン２０４０の概要

５

胎児期・幼年期
（0-5歳）

少年期
（6-18歳）

青壮年期
（19-44歳）

中年期
（45-64歳）

高年期
（65歳～）

赤ちゃんに選ばれる
まちになる

魅力ある子育て環境をつくる

多様な保育サービス
を提供する

１
未来を生きる力を
育み合うまちになる

子どもが自分らしく
育つ場を提供する

学ぶ意欲を育てる

２

教育環境を充実させる

地域の教育力を高める

ありのまま自分を
表現できるまちになる

一人ひとりの個性を
大切にする地域をつくる

文化芸術に親しめる
環境・機会を充実させる

７

対話を通して
市役所能力を高める

強くしなやかな組織を
構築する

未来を創る職員を育てる

自分らしい場所・時間
を持てるまちになる

ビジネスしやすく、
働きやすい環境をつくる

町田ならではの
地域資源をいかす

３

思わず出歩きたくなる
まちになる

気軽に出かけて
つながれる環境をつくる

ライフスタイルに合わせて自分
らしくまちを使えるようにする

８

健やかで心地よい時間を
過ごせる環境をつくる

いくつになっても自分の 楽
しみが見つかるまちになる

生涯にわたる学習の
「しやすい」を支援する

スポーツへの参加機会を
充実させる

４

みんなが安心できる
強いまちになる

ひと・まちを災害に強くする

地域の安全を守る

９

市民の健康を守る

人生の豊かさを実感
できるまちになる

高齢者が地域でいきいきと
暮らせる環境をつくる

高齢者を地域で支える
体制をつくる

５

つながりを力にする
まちになる

つながり、支え合える
基盤をつくる

みんなで将来に受け継ぐ
持続可能な環境をつくる

６

共創で新たな価値を
創造する

情報の双方向性を高める

行政サービスの
デジタル化を推進する

多様な主体との
協力体制を強化する

次世代につなぐ
財政基盤を確立する

持続可能な財政基盤づくりを
推進する

市有財産を利活用する

ライフステージ
（概ねの年齢）

政策

施策

政策

施策

政策

施策

まちづくり基本目標

経営基本方針 経営基本方針はまちづくり基本目標の実現を支えます

ライフステージ
（概ねの年齢） 全世代に向けて
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まちだ未来づくりビジョン２０４０の期間について説明します。基本構想部分

を担う「２０４０なりたい未来」は、２０２２年度から２０３９年度までの１８

年間、基本計画部分を担う「まちづくり基本目標」及び「経営基本方針」は、２

０２２年度から２０３１年度までの１０年間と、２０３２年度から２０３９年度

までの８年間です。 

 

  

（３）まちだ未来づくりビジョン２０４０の期間

基本構想部分を担う「２０４０なりたい未来」は、２０２２年度から２０３９年度までの１８年間、基本計画部分を担う「まちづく

り基本目標」及び「経営基本方針」は、２０２２年度から２０３１年度までの１０年間と、２０３２年度から２０３９年度までの８年

間とします。

 

年度 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 

ま
ち
だ
未
来 

づ
く
り
ビ
ジ
ョ
ン204

0 

                   

実
行
計
画 

                   
町田市 5ヵ年計画 22-26 

（2022～2026年度：5年間） 

2040なりたい未来 

実行計画 

（2027～2031年度：5年間） 

実行計画 

（2032～2035年度：4年間） 

実行計画 

（2036～2039年度：4年間） 

まちづくり基本目標 

経営基本方針 

（2022～2031年度：10年間） 

次期まちづくり基本目標 

次期経営基本方針 

（2032～2039年度：8年間） 

１ まちだ未来づくりビジョン２０４０の概要

６
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（２）まちだ未来づくりビジョン２０４０の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 まちだ未来づくりビジョン２０４０の特徴について説明します。本ビジョン

には、３つの大きな特徴があります。１つ目は「市民・事業者の想いなどを丁

寧に集め、まとめた計画」であること、２つ目は「ライフステージを意識した

計画」であること、３つ目は「行政経営の手法を示した計画」であることです。 

本ビジョンは、市民それぞれのなりたい姿を実現していくため、市民とのリ

レーションシップに基づき、町田に関わる全ての人とともに取り組んでいくビ

ジョンです。市民のみなさまが想い描く理想の町田の姿に向けて、未来への投

資と行政サービス改革を着実に推進していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

「人」を主体とし、
ライフステージを意識した計画

行政経営の手法を示した計画
市民・事業者の想い等を
丁寧に集め、まとめた計画

「まちだ未来づくりビジョン２０４０」は、市民それぞれのなりたい姿を実現していくため、市民とのリレーションシップに基づき、町田に関わる

全ての人とともに取り組んでいくビジョンである。先行きが見通しにくい社会情勢において、市民が想い描く理想の町田の姿に向けて、未来

への投資と行政サービス改革を着実に推進していく必要がある。

行政経営の視点から、より効果的、

効率的にまちづくに取り組んでいくた

め、まちづくり基本目標で示した９つ

の政策と、それを支える３つの経営

基本方針を一体化し、未来への投資

と行政サービス改革の視点を融合

２０４０年の未来になっていたい町

田市の姿をつくるため、地域の学生

や子育て世帯、外国人などを含めた

多くの市民の想い等を丁寧に集め、

なりたいまちの姿にとりまとめてビ

ジョンを策定

胎児期・幼年期（５歳以下）から高

年期（６５歳以上）まで年齢ごとに政

策を５つに区分するとともに、全世代

に向けた政策を４つに区分し、ライフ

ステージを意識した計画体系により

構成

第１部 まちだ未来づくりビジョン２０４０の取り組み２ まちだ未来づくりビジョン２０４０の特徴

７

特
徴
①

特
徴
②

特
徴
③

まちだ未来づくりビジョン２０４０の推進にあたって
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【髙橋副市長】 

 

私からは、補足という形で本ビジョンを策定するうえでの考え方について改

めてお話しをさせていただきたいと思います。 

この１０月から緊急事態宣言は解除されたところではありますが、日本国内

におけるコロナ禍は、今なお続いており、社会経済の構造そのものが大きく変

化する潮流をむかえるなど、不確実性が高く、先行きの見えない情勢となって

います。 

一方、先ほどの事務局からの説明にもありましたが、デジタル技術の急速な

進展は、より多様で柔軟な働き方ができる社会を実現させています。また、世

の中の消費動向が“モノ”から“コト”へと転換し、さらには時間や目的の共

有を重視する方向へシフトするなど、まさに変革の時を迎えています。 

そのような中、我々基礎自治体は、社会経済状況や人々のライフスタイルの

変化を大きなチャンスと捉え、改めて市民目線の行政経営に立ち返り、一人ひ

とりが自分事として、大胆かつ柔軟な発想をもって事業展開や行政経営にあた

らなければなりません。 

今、この時代の変化をどれだけ真摯に受け止めて未来につなげる投資を実行

できるか、これにより今後の自治体間の行政サービスには大きな違いが生まれ

 デジタル技術の進展や世の中の消費動向の転換など、まさに変革の時を迎

えている中において、市は社会経済状況や人々のライフスタイルの変化を

大きなチャンスとして捉え、事業展開や行政経営にあたらなければならな

い。 

 時代の変化を真摯に受け止め、どれだけ「未来につなげる投資」を実行す

ることができるのかにより、今後の行政サービスに大きな違いが生まれて

くると感じている。 

 ２０２２年度からスタートする「まちだ未来づくりビジョン２０４０」

は、市民や地域団体、市内事業者など町田市に関わるすべての方々が、共

に実現を目指していく将来都市像であり、市政運営の基本コンセプトとな

るものである。 

 新たに目指す町田市の“なりたい未来”に向けて、一人ひとりがなりたい

未来に向かってまちづくりを進めていくことが重要になってくると考えて

いる。 
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てくると感じています。 

２０２２年度から「まちだ未来づくりビジョン２０４０」がスタートします。

本ビジョンは、２０４０年という未来に向け、市民や地域団体、市内事業者な

ど、町田市に関わるすべての方々が、共に実現を目指していく将来都市像であ

り、まちづくりの基本指針を示すとともに、市政運営の基本コンセプトとなる

ものです。 

基本構想は実に１８年ぶり、基本計画は１０年ぶりの改定となります。この

間にすごく時代が変わってきたのではないかと感じています。町田市にとって

大きな節目の時を迎えることとなりますので、新たに目指す町田市の“なりた

い未来”に向けて、職員一人ひとり、市民一人ひとりがなりたい未来を想定し

て、それに向かってまちづくりを進めていくことがすごく重要になってくるの

ではないかと思っています。 

まちづくりの方向性と行政経営の方向性に沿った未来への投資を、時機を逸

することなく行い、時代に即した行政サービスを展開していくことで、市民か

ら信頼される市役所を目指し、このような考え方に基づくビジョンを策定いた

しました。 
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第２部 経営基本方針に基づく取り組み 
 

 

（１）これまでの経営基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   続いて第２部は経営基本方針に基づく取り組みです。 

   まず、町田市におけるこれまでの行政経営の方針について説明します。 

町田市におけるこれまでの行政経営は、２００７年の中期経営計画から、今回

の経営基本方針に至るまで、「透明性や利便性・生産性、そして財務の健全

性」という共通の性質を持って取り組み、市民のみなさまからの信頼性を高め

ていくよう、行政経営に取り組んできたところです。 

 

 

 

  

（方針1）
透明性の高い行政運営の実現

1-1 市民との情報の共有化
1-2 管理・監督機能の充実

1-3 監理団体の適正化

（方針2）
効率的・効果的に市民ニーズに応えられる行政運営の実現

2-1 供給手法・主体の最適化
2-2 市民の視点に立ったサービスの向上
2-3 資産を有効活用した市民サービスの展開

（方針3）
人と組織の能力の向上

3-1 組織経営機能の強化
3-2 人事給与制度の見直し
3-3 人材の育成と活用

（方針4）
持続可能な財政の確立

4-1 財政運営の最適化
4-2 コストの抑制と歳入の確保
4-3 資産管理の適正化

（方針1）
市民と問題意識を共有し、共に地域課題に取り組む

1-1 きめこまやかな広報の実現
1-2 市民の声の組織的活用
1-3 市民協働の推進
1-4 外部意見の活用

（方針2）
市民の期待にこたえられる市役所の能力を高める

2-1 職員の意欲向上
2-2 人材の育成と登用
2-3 組織経営機能の強化
2-4 管理・運営形態の多様化

（方針3）
いつでも適切な市民サービスが提供できる財政基盤を作る

3-1 財政運営の最適化

3-2 徹底した歳出の削減と歳入の確保

3-3 公共施設・市有財産の戦略的活用

（方針1）
共創で新たな価値を創造する

1-1 情報の双方向性を高める

1-2 行政サービスのデジタル化を推進する

1-3 多様な主体との協力体制を強化する

（方針2）
対話を通して市役所能力を高める

2-1 強くしなやかな組織を構築する

2-2 未来を創る職員を育てる

（方針3）
次世代につなぐ財政基盤を確立する

3-1 持続可能な財政基盤づくりを推進する

3-2 市有財産を利活用する

透明性

利便性・生産性

財務の健全性

信
頼
性

透明性

利便性・生産性

財務の健全性

信
頼
性

透明性

利便性・生産性

財務の健全性

信
頼
性

■町田市中期経営計画２００７-２０１１ 行政経営改革プラン

■町田市未来づくりブラン２０１２－２０２１ 行政経営基本方針

■まちだ未来づくりビジョン２０４０ 経営基本方針

１ 町田市におけるこれまでの行政経営の方針

９
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（２）まちだ未来づくりビジョン２０４０における経営基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 まちだ未来づくりビジョン２０４０における経営基本方針１「共創で新たな

価値を創造する」について、課題、主な取組、展開のポイントをまとめていま

す。 

まず、①では３つの課題を示しています。課題１は多様な担い手との連携で

す。複雑化・多様化していく市民ニーズや行政課題により適切に対応していく

ため、市単独ではなく市民や事業者などと一緒に課題に向き合い、解決してい

く必要があります。 

課題２はデジタルシフトの推進です。デジタル技術の活用により、市民にと

って、すぐ使えて、簡単で便利な行政サービスの実現を目指していく必要があ

ります。 

課題３は行政のプラットフォーム化です。多様な主体が公共サービスの担い

手になれる環境を整備していくとともに、最適な担い手と一体となって地域の

課題を解決できるよう、外部からのアイデアとスキルを積極的に受け入れてい

く必要があります。 

続いて②は主な取組です。具体的な取組としては、市民の声を共有できるデ

ータベースの構築・活用、アウトリーチによる市民ニーズを収集する仕組みの

複雑化・多様化していく市民ニーズや行政

課題に、より適切に対応していくため、市単

独ではなく、市民や事業者等と一緒に課題

に向き合い、解決していく必要がある。

デジタル技術の活用により、市民にとって、

すぐ使えて、簡単で便利な行政サービスの

実現を目指していく必要がある。

多様な主体が公共サービスの担い手にな

れる環境を整備していくとともに、最適な担

い手と一体となって地域の課題を解決でき

るよう、外部からのアイデアとスキルを積極

的に受け入れていく必要がある。

課題１ 多様な担い手との連携

（１）経営基本方針１ 共創で新たな価値を創造する

課題３ 行政のプラットフォーム化課題２ デジタルシフトの推進

改革項目１-１

情報の双方向性を高める

改革項目１-２

行政サービスのデジタル化を推進する

改革項目１-３

多様な主体との協力体制を強化する

 情報の双方向性を高める

➡市民の声を共有できるデータベースの構築・活用

➡アウトリーチにより市民ニーズを収集する仕組みの構築と政策展開

 行政サービスのデジタル化を推進する

➡行政手続きのオンライン化により、窓口に行かなくても各種行政サービスの申請から

決済までを完結できる仕組みの構築

 多様な主体との協力体制を強化する

➡多様な主体が知恵を出し合い地域の魅力向上と課題解決に繋げる共創プロジェクトの推進

課題を解決するための施策 主な取組

 市民の声の集約・分析と施策・事業への反映

 誰もがデジタル化の恩恵を受けられる行政サービスへの転換

 事業スキームの構築、システムの開発、事業の実施など全ての事務を行政が単独で担うフルセット主義からの脱却

２ まちだ未来づくりビジョン２０４０における経営基本方針

１０

①課題

②主な取組

資料編：９～１２頁

③展開のポイント
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構築と政策展開、そして、行政手続きのオンライン化により、窓口に行かなく

ても各種行政サービスの申請から決済までを完結できる仕組みの構築、さらに

は、多様な主体が知恵を出し合い、地域の魅力向上と課題解決に繋げる共創プ

ロジェクトの推進に取り組んでいきます。 

そして、③展開のポイントですが、市民の声の集約・分析と施策・事業への

反映、誰もがデジタル化の恩恵を受けられる行政サービスへの転換、全ての事

務を行政が単独で担うフルセット主義からの脱却を意識して取り組んでいきま

す。 
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 「共創で新たな価値を創造する」の具体的な事例として、まちだ○ごと大作

戦の取組を紹介します。 

まちだ○ごと大作戦は、市制６０周年となる２０１８年から実施し、市民、

団体、事業者が自らやってみたい夢を実現する取組を支援するプロジェクトで

す。 

ここでは、その１つのプロジェクトである「鞍掛台買い物・外出支援プロジ

ェクト」を紹介いたします。この取り組みは、高齢者の外出機会減少を防ぐた

め、鞍掛台自治会が中心となって、高齢者支援センターや福祉施設事業者と連

携し、福祉施設事業者の送迎車の空き時間を利用した買物・外出支援の仕組み

を創設したものです。 

このプロジェクトのスキームを分析するため、資料では横軸、縦軸の２軸分

析にてイメージ化をしました。 

左上に「現状の地域課題」がありますが、現在は、「交通空白地になってい

る」「高齢者が閉じこもりがち」などといった課題があります。 

そこで、横軸、市民等との関わりの度合いのベクトルについて説明します。

鞍掛台自治会が中心となって、プロジェクトの運営・ＰＲ活動を進め、福祉施

設の事業者が、送迎車両とドライバーを提供し、町田市社会福祉協議会などが、

横断的視点

 各分野の調査・企画

～ まちだ〇ごと大作戦・ 鞍掛台買い物・外出支援プロジェクト～

市民等との関わりの度合い（小） （大）

活
動
の
活
性
化
の
度
合
い

（大）

２ まちだ未来づくりビジョン２０４０における経営基本方針

１１

（１）経営基本方針１ 共創で新たな価値を創造する

地域とのつながり
の促進

庁内組織の
連携促進

プラットフォーム
機能の発揮

多様な主体の
能力を発揮

実行

委員会

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

実践

お座敷

会議

プロジェクトによる成果

現状の地域課題
• 坂道が多く、交通空白地になっている

• 買い物や外出の機会が減少し、高齢者
が閉じこもりがち

コーディネート機能の拡充
• 複数部署による対話、意見集約

 相談（寄り添い）

 庁内ヒアリング

 庁内マッチング

 提案者と庁内マッチング

 助成金、ＰＲ

○ごと大作戦事務局

連
携
・共
有

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
型
業
務

高齢者福祉課

市民協働推進課

交通事業推進課

市民協働の推進
• 多様な主体の活躍の場や仕組の提供

南第三高齢者支援ｾﾝﾀｰ
あんしん相談室

町田市社会福祉協議会

まちだ正吉苑
高齢者ひかり苑
ベロニカ苑
くらかけ庵

 延べ１，７８５人が利用（事業開始２年）するなど、

高齢者の外出機会の創出につながった

 地域住民が福祉施設のイベント設営等に協力す

るなど地域のつながりが強化された

 地域資源の組み合わせにより、高齢者の外出を

支援する新たなコミュニティが創出された

高ヶ坂・成瀬地区は、地形的に坂道が多く高齢になると買い物や外出の機会が減少し閉じこもりがちになる。そのため、鞍掛台自治会が中心となって、高齢者

支援センターと福祉施設事業者が連携し、地域において買物・外出にお困りの高齢者を対象に、福祉施設事業者の送迎車の空き時間を利用した新たな買物・外

出支援の仕組みを創設した。

鞍掛台自治会

資料編：１２頁

事例
紹介

横断的視点

≪ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの運営・PR活動≫

≪課題のとりまとめ、改善への協力≫≪車両とドライバーを提供≫
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課題のとりまとめ、改善への協力を担うなど、３者がそれぞれの能力を発揮し、

一体となって取り組んでいます。まちだ○ごと大作戦では、このように地域と

のつながりを促進し、「多様な主体の活躍の場や仕組の提供」を行います。 

次に、現状から縦軸、活動の活性化の度合いのベクトルについて説明します。

地域からの相談を受け、まちだ○ごと大作戦の担当者がコーディネート機能を

担い、相談内容に関係する市民協働推進課や高齢者福祉課、交通事業推進課な

どをつなぎ、これらの部署による対話を通じて、地域課題を解決していくため

の検討を進めていきました。 

 こうした取組の結果、プロジェクトの成果としては事業開始２年で延べ１,

７８５人が利用し、高齢者の外出機会の創出につながったこと、地域住民が福

祉施設のイベント設営に協力することで地域のつながりが強化されたこと、地

域資源の組み合わせにより、高齢者の外出を支援する新たなコミュニティが創

出されたことなどが挙げられます。 

また、この活動は各福祉施設の事業者が、送迎車両に係る人件費や燃料費、

保険料などの活動経費を、地域貢献の一環として負担しており、地域の自立的

な運営につながっています。 
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 市民意見の集約と事業展開の展開イメージについて説明します。 

先ほど、紹介した鞍掛台の事例のような共創の取り組みを、これからの５年

間で多くの分野に拡充し、さらには２０４０年に目指すことをまとめています。 

右上、地域とのつながりですが、今後は外部人材の活用や事業者などとのコ

ラボレーションを進めるとともに、コーディネート機能を拡充していきます。 

そして、新たな共感者やアイデアを募り、対話を通じた未来につながる付加

価値の創発につなげていきます。 

また、左下の庁内組織の連携においても複数部署による対話や意見集約など

を行うといった課題解決のスキームを活かした更なる事業展開に取り組んでい

きます。 

その結果、２０４０年には、地域共生社会の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

【 市民意見の集約と事業展開の展開イメージ 】

市民等との関わりの度合い（小） （大）

現状の業務プロセス

地域共生社会の実現

• 複数部署による対話、意見集約
• 課題解決のスキームを活かした更なる事業展開

• 各課が市民協働、市民参画を推進
• 行政主体によるサービス提供 • 多様な主体の活躍の場や仕組の提供

• 新たな共感者やアイデアを募り、対話
（セッション）を通じた未来につながる付
加価値の創発

• 地域による地域課題の解決
• 地域による新たな価値の創出
• 市民と行政による「まちの経営」

（大）

２ まちだ未来づくりビジョン２０４０における経営基本方針

１２

（１）経営基本方針１ 共創で新たな価値を創造する

コーディネート機能
の拡充

事業者等との
コラボレーション

外部人材の活用

連
携
・共
有

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
型
業
務

 相談・連携窓口

 庁内調整、庁内連携

 企画のブラッシュアップ

 プラットフォームの開催

共創課

データベース

情報等の活用・
データベース化

部総務担当

各課

部門間の調整

各分野の調査・企画

地域とのつながり
の促進

庁内組織の
連携促進

５
ヵ
年
計
画
22-

26

５
ヵ
年
計
画
22-

26

ま
ち
だ
未
来
づ
く
り
ビ
ジ
ョ
ン
２
０
４
０

プラットフォーム
機能の発揮

多様な主体の
能力を発揮

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

構築

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

実践

各課受付

庁内共有

２０４０年に目指すこと

活
動
の
活
性
化
の
度
合
い
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【政策経営部長】 

 

それでは経営基本方針１についてコメントします。共創で新たな価値を創造す

る前に、未来づくリビジョンでは、なりたいまちの姿の一つとして、「誰もがホ

ッとできるまち」を掲げています。人と人とがつながり、多様な価値を尊重し合

える関係性の先には、誰もがホッとできる居場所を地域の中に見つけられている、

町田市はそんなまちになることを目指します。 

このなりたいまちの姿と対になるのが、「共創で新たな価値を創造する」とい

う経営基本方針であり、一足飛びに新たな価値が生まれるわけではなく、多様な

価値を認め合うことから始まるということです。 

そして、ウィズコロナ時代における新しい日常の中といえば、対面でない状況

がしばしば作られるのだと思います。そうした中で、特にネット社会の傾向かも

しれませんが、周りの意見を気にしない極端な意見が多くなってくると思ってい

ます。多様な価値を認め合うことと、もしかしたら全く逆の流れが「新しい日常

 未来づくリビジョンでは、なりたいまちの姿の一つとして、「誰もがホッ

とできるまち」を掲げている。このなりたいまちの姿と対になるのが「共

創で新たな価値を創造する」である。一足飛びに新たな価値が生まれるわ

けではなく、多様な価値を認め合うことから始まるということである。 

 ウィズコロナ時代における新しい日常の中では対面でない状況がしばしば

作られる。そのような中、特にネット社会の傾向かもしれないが、周りの

意見を気にしない極端な意見が多くなってくると思っている。多様な価値

を認め合うことと、もしかしたら全く逆の流れが新しい日常の中に潜んで

いるということを認識すべきである。 

 職員がマーケティングの意識を持つこと、積極的に地域に出向いていくこ

と、プラットフォーマーとしての役割を果たすことなどについて、具体的

に何をすればいいのか、職員一人ひとりに伝えていく必要がある。そうい

った中で、結果を出した「まちだ○ごと大作戦」の事務局の職員が実際に

どう動いたのか、しっかりと継承していく必要がある。 

 市役所の新しい役割として「オンラインコミュニティ」を作るという役割

がある。具体には、ウェブ上にプラットフォームを作って、市の職員が運

営していく、そうやって、民間事業者や地域の方や多くの人たちのアイデ

アを結集させていく、そういう役割とそれができる能力がこれからの市の

職員に求められていると考える。 
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の中」に潜んでいる、ということを認識すべきであると思っています。 

事務局からは、職員がマーケティングの意識を持ち、積極的に地域に出ていく

ことで変化を的確に捉えるということが大切であるとか、市民・地域団体・事業

者等と知恵を出し合い、プラットフォーマーとしての役割を発揮し、地域の魅力

向上や課題解決に取り組んでいくことが必要であるといった説明がありましたが、

具体的に何をすればいいのか、職員一人ひとりに伝えていく必要があるのではな

いかと思っています。 

そういった中で、資料の中で、事例として「まちだ○ごと大作戦」の取り組み

を紹介しましたが、このような取り組みを次期５ヵ年で、より一層発展させてい

くためには、結果を出した「まちだ○ごと大作戦」の事務局の職員が、実際にど

う動いたのか、しっかりと継承していく必要があると思います。 

一方で、新しい日常という中で、市役所の新しい役割かもしれませんが、「オ

ンラインコミュニティ」を作るという役割があるのではないかと思います。具体

には、ウェブ上にプラットフォームを作って市の職員が運営し、民間事業者や地

域の方や多くの人たちのアイデアを結集させていくといったような役割と、それ

ができる能力がこれからの市の職員に求められていると思います。いずれにして

も、一歩、踏み出していくことで、行政だけでは成し得ない新たな価値を創り出

していくことができると考えています。 
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ここでは、経営基本方針２ 対話を通して市役所能力を高めるについて、課

題、主な取組、展開のポイントをまとめています。 

①では３つの課題を示しています。 

課題１は、利便性・生産性の向上です。社会の変化を的確に捉え、常に変革

し続けることができるよう、デマンドサイドの視点で業務を見直し、市役所業

務の効率化を進める必要があります。 

課題２は、組織マネジメントの強化です。プロジェクトなどを通じて、組織

の立場や既成概念にとらわれることのない横断的な連携・協力関係を築き、組

織の対応力や課題解決力を高める必要があります。 

課題３は、人材の育成です。様々なプロジェクトに参加する職員を増やし、

現場での経験や対話を通じて、社会環境の変化に対応できる柔軟性や企画・調

整力をもった職員を育成していく必要があります。 

②は、主な取組です。具体的な取組内容としては、新たな課題に対応できる

効率的・効果的な執行体制の構築、AI・ロボティクスなどの活用により、正規

職員は重要施策の調査・企画・調整などの業務に集中すること、そして、プロ

ジェクトを通じた人材育成、人材育成マネジメントによる職員のモチベーショ

ン向上、現場での対話や経験を通じた職員の経営志向や政策形成能力の向上な

どに取り組んでいきます。 

プロジェクトなどを通じて、組織の立場や既

成概念にとらわれることのない横断的な連

携・協力関係を築き、組織の対応力や課題

解決力を高める必要がある。

様々なプロジェクトに参加する職員を増やし、

現場での経験や対話を通じて、社会環境の

変化に対応できる柔軟性や企画・調整力を

もった職員を育成していく必要がある。

社会の変化を的確に捉え、常に変革し続け

ることができるよう、デマンドサイドの視点で

業務を見直し、市役所業務の効率化を進め

る必要がある。

課題２ 組織マネジメントの強化

（２）経営基本方針２ 対話を通して市役所能力を高める

課題１ 利便性・生産性の向上 課題３ 人材の育成

改革項目２-１

強くしなやかな組織を構築する

改革項目２-２

未来を創る職員を育てる

 強くしなやかな組織を構築する

➡新たな課題に対応できる効率的・効果的な執行体制の構築

➡AI・ロボティクスなどの活用により、正規職員は重要施策の調査・企画・調整などの

業務に集中

 未来を創る職員を育てる

➡プロジェクトを通じた人材育成

➡人材育成マネジメントによる職員のモチベーション向上

➡現場での対話や経験を通じた職員の経営志向や政策形成能力の向上

課題を解決するための施策 主な取組

 行政手続きを「人手のかかるサービスデザイン」から「人手のかからないデジタルベースのサービスデザイン」への転換

 きめ細やかな対人サービスやクリエイティブな仕事が担える職員の育成・確保

２ まちだ未来づくりビジョン２０４０における経営基本方針

１３

①課題

②主な取組

資料編：１４～２２頁

③展開のポイント
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そして、③展開のポイントですが、行政手続きを「人手のかかるサービスデ

ザイン」から「人手のかからないデジタルベースのサービスデザイン」への転

換、きめ細やかな対人サービスやクリエイティブな仕事が担える職員の育成・

確保を、意識しながら取り組んでいきます。 
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１４頁では「対話を通して市役所能力を高める」の具体的な事例として、住

民基本台帳管理事務の最適化を紹介します。 

この取り組みは、近隣自治体や人口規模の近い自治体とともに業務プロセ

ス・コスト等を比較し、改善・改革につなげる「自治体間ベンチマーキング」

の取り組みです。自治体合同による対話を通じ、優位性の高い業務モデルであ

る「ベストプラクティス」を導き出しました。このうち、行政のデジタル化に

関する取組みは、現在の“e-まち”実現プロジェクトにつながっています。 

このプロジェクトのスキームを分析するため、資料では横軸、縦軸の２軸分

析にてイメージ化をしました。 

左上に現状がありますが、現在は、「申請者は紙に手書きする必要がある」

「転入、特例転入、転出、転居全てにおいて、受付に係る時間割合が大きい」

などといった課題があります。 

そこで、横軸、業務プロセスの最適化の度合いのベクトルについて説明しま

す。町田市と同規模の自治体それぞれが、対象業務を業務プロセス単位に分解

し、業務量を調査しました。そして、調査結果に基づき、企画部門や業務部門

の担当者が集い、対話を通して、ベストプラクティスを検討し、各自治体の実

情に合わせて反映していくといった業務プロセスのリデザインをおこないまし

横断的視点

～ 住民基本台帳管理事務の最適化 ～

業務プロセスの最適化の度合い（小） （大）

現状の手続き

行
政
の
デ
ジ
タ
ル
化
の
度
合
い

（大）

２ まちだ未来づくりビジョン２０４０における経営基本方針

１４

（２）経営基本方針２ 対話を通して市役所能力を高める

デジタルトランス
フォーメーション

制度

技術
サービス

デザイン

プロジェクトによる成果

2015年度から近隣自治体や人口規模の近い自治体とともに業務プロセス・コスト等を比較し、改善・改革につなげる「自治体間ベンチマーキング」に取り組ん

でいる。この取組では、自治体合同による対話を通じ、優位性の高い業務モデルである「ベストプラクティス」を導出している。また、ベストプラクティスのうち、行

政のデジタル化に関する取組みは、行政手続等の利便性向上と行政運営の簡素化・効率化を図る“e-まち”実現プロジェクトにつながっている。

・申請者は紙に手書きする必要がある
・転入、特例転入、転出、転居全てにおいて、
「受付」に係る時間割合が大きい

・転出届やマイナンバーカード等の機械読取により、申請書の記載を省略
・読み取ったデータを基に、窓口で確認・補足
・デジタル技術の活用により、窓口における市民の負担を軽減
・職員の入力業務の効率化
・事業者等との対話を通じた人材育成

既存業務プロセスの効率化

業務プロセスのリデザイン

・対象業務を業務プロセス単位に分解し、業務量を調査
・調査結果に基づき、企画部門と業務部門の担当者が集い、
対話を通して、ベストプラクティスを検討
・ベストプラクティスを各自治体の実情に合わせて反映
・複数の自治体職員等との対話を通じた人材育成

 対話を通じて、業務の最適化、業務のリデザイン

の実現につなげる

 行政手続きにおける「来る手間」「書く手間」「二

度の手間」の削減につなげる

 マイナポータル等との仕組みと連動させ、窓口に

来ることなく手続きが完結することが期待される

 プロジェクトを通じて人材育成につなげる

事例
紹介

資料編：１８頁

自治体間ベンチマーキング

“ｅ-まち”実現プロジェクト

横断的視点
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た。 

次に、現状から縦軸、行政のデジタル化の度合いのベクトルについて説明し

ます。 

まず転出届やマイナンバーカード等の機械読取により、申請書の記載を省略

することとしました。また、読み取ったデータを基に、窓口で確認・補足する

作業工程とするなど、デジタル技術の活用により、窓口における市民の負担の

軽減と職員の入力業務の効率化を進めていきました。 

こうした取組の結果、プロジェクトの成果としては、対話を通した業務の最

適化や、業務プロセスのリデザインの実現、行政手続きにおける「来る手間」

「書く手間」「二度の手間」の削減などが挙げられます。さらに、デジタル庁

が示しているとおり、マイナンバーカードやマイナポータル等の仕組みと連動

することで、窓口に来ることなく手続きが完結できるようにすることなどが期

待されています。 

併せて、他自治体の職員や事業者などと一緒になって検討をすすめていくこ

とは、対話を通した学びの機会になるため、人材育成の場としても非常に有効

であると考えています。 
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ここでは、１５頁は、行政のデジタル化の展開イメージを説明します。 

右上にあるように、サービスデザインの見直しを行うことで、工程数を少なく

する、または工程そのものを廃止したり、組織横断的な対話を通した業務プロセ

スのリデザインなどに取り組みます。 

次に、左下ですが、アナログ対応している工程をデジタル化し、エンド・ト

ゥ・エンドによるデジタル化を実現し、ユーザー目線のサービス提供につなげて

いきます。 

そして、２０４０年には、対話によって議論を発展させ、全ての申請がデジタ

ルで行われ処理される「デジタルオンリー」社会の実現と、デジタルの活用によ

り、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことが実現できる社会を目指し

ていきます。 

以上が、経営基本方針２の説明になります。 

 

  

【 行政のデジタル化の展開イメージ 】

業務プロセスの最適化の度合い（小） （大）

現状の業務プロセス

サービスデザインの見直し

既存業務プロセスの効率化

受
付

入
力

審
査
①

審
査
②

決
定

交
付

受
付

入
力

審
査
①

審
査
②

決
定

交
付

受
付

審
査

交
付

オンライン ＡＩ・ＲＰＡ活用 キャッシュレス

• 工程の一部をデジタル化（”ｅ-まち”実現ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）
• エンド・トゥ・エンドによるデジタル化を実現
• 対話を通したユーザー目線のサービス提供

• 工程数が多く、アナログにより対応

• 工程数を少なくする、または工程そのものを廃止
• 組織横断的な対話を通した業務のリデザイン

• 国の「デジタル・ガバメント計画」を踏まえた標準
化・共通化

 全ての申請がデジタルで行われ、処理され

る「デジタルオンリー」社会

 デジタルの活用により、一人一人のニーズ
に合ったサービスを選ぶことができ、多様な
幸せが実現できる社会

行
政
の
デ
ジ
タ
ル
化
の
度
合
い

（大）

２ まちだ未来づくりビジョン２０４０における経営基本方針

１５

（２）経営基本方針２ 対話を通して市役所能力を高める

事務事業の見直し

行政のデジタル化

５
ヵ
年
計
画
22-

26

ま
ち
だ
未
来
づ
く
り
ビ
ジ
ョ
ン
２
０
４
０

５
ヵ
年
計
画
22-

26

デジタルトランス
フォーメーション

制度

技術
サービス

デザイン

２０４０年に目指すこと

受
付
・審
査

決
定
・交
付
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１５頁では、行政のデジタル化の展開イメージを説明します。 

右上にあるように、サービスデザインの見直しを行うことで、工程数を少なく

したり、工程そのものを廃止したりと、組織横断的な対話を通した業務プロセス

のリデザインなどに取り組みます。 

次に、左下ですが、申請書類の記入や窓口への提出など、アナログで対応して

いる工程をデジタル化することで、エンド・トゥ・エンドによるデジタル化を実

現し、ユーザー目線のサービス提供につなげていきます。 

そして、対話によって議論を発展させ、２０４０年には全ての申請がデジタル

で行われ処理される「デジタルオンリー」社会の実現と、デジタルの活用により、

一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことが実現できる社会を目指してい

きます。 

 

 

 

  

【 行政のデジタル化の展開イメージ 】

業務プロセスの最適化の度合い（小） （大）

現状の業務プロセス

サービスデザインの見直し

既存業務プロセスの効率化

受
付

入
力

審
査
①

審
査
②

決
定

交
付

受
付

入
力

審
査
①

審
査
②

決
定

交
付

受
付

審
査

交
付

オンライン ＡＩ・ＲＰＡ活用 キャッシュレス

• 工程の一部をデジタル化（”ｅ-まち”実現ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）
• エンド・トゥ・エンドによるデジタル化を実現
• 対話を通したユーザー目線のサービス提供

• 工程数が多く、アナログにより対応

• 工程数を少なくする、または工程そのものを廃止
• 組織横断的な対話を通した業務のリデザイン

• 国の「デジタル・ガバメント計画」を踏まえた標準
化・共通化

 全ての申請がデジタルで行われ、処理され

る「デジタルオンリー」社会

 デジタルの活用により、一人一人のニーズ
に合ったサービスを選ぶことができ、多様な
幸せが実現できる社会

行
政
の
デ
ジ
タ
ル
化
の
度
合
い

（大）

２ まちだ未来づくりビジョン２０４０における経営基本方針

１５

（２）経営基本方針２ 対話を通して市役所能力を高める

事務事業の見直し

行政のデジタル化

５
ヵ
年
計
画
22-

26

ま
ち
だ
未
来
づ
く
り
ビ
ジ
ョ
ン
２
０
４
０

５
ヵ
年
計
画
22-

26

デジタルトランス
フォーメーション

制度

技術
サービス

デザイン

２０４０年に目指すこと

受
付
・審
査

決
定
・交
付
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【総務部長】 

 

それでは経営基本方針２についてコメントします。国は、２０２０年度に「デ

ジタル・ガバメント実行計画」を改定し、住民基本台帳や住民税など、地方自治

体における１７の基幹業務システムの標準化を掲げています。 

町田市でも、今年度に「デジタル化総合戦略２０２１」を策定し、ＤＸ（デジ

タルトランスフォーメーション）を進めています。基幹業務システムの標準化の

大まかな流れですが、まず国がシステムの標準仕様書を作成し、次にシステムベ

ンダー各社が標準仕様書に準拠したシステムを作ります。そして最後に、各地方

自治体が標準システムを導入して運用するというものです。 

ここで気が付くのは、結局のところ、複数の標準システムの中からシステムを

調達して運用する主体というのは、これまでと同様に地方自治体であるというこ

とです。システムの標準化により、業務のやり方はかなりの標準化が見込まれま

す。一方で、肝心の標準システムの調達や運用については、これまで同様、各地

方自治体において多大な手間とコストがかかります。この解消には、１７の基幹

業務について、各地方自治体に分散しているデータやシステムをインテグレート

（統合）することが必要です。国で一つのシステムを作り、運用し、それを１,７

００の地方自治体が「サービスとして利用する方式」への転換が望まれます。そ

うすれば、自治体間の差異は完全に消滅し、システムにかかる手間もなくなり、

 国が進める地方自治体の基幹業務システムの標準化については、各地方自

治体に分散しているデータやシステムをインテグレート（統合）して、一

つのシステムを１,７００の地方自治体が「サービスとして利用する方式」

へ転換することが望まれる。これにより自治体間の差異は完全に消滅し、

システムにかかる手間もなくなりコストも削減され、オールジャパンでの

全体最適化が実現する。 

 今までのように国が方針を決定し、あとは地方自治体に任せるのではな

く、まず国と地方自治体が対話することが大切である。また、デジタルの

強みを活かすためは、業務をシンプルなデザインに仕立て直す必要があ

り、制度改正や規制緩和の実施が、より便利で効率的なスマートな地方自

治体への近道となる。 

 デジタル化により捻出した人材と資金を地域の課題解決に投入し、職員が

地域のみなさまや事業者・大学などと対話することが、未来への投資であ

り、共創であり、市役所の能力を高めるための最良のＯＪＴになる。 
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コストも削減され、オールジャパンでの全体最適化が実現します。 

このように、デジタルには従来の市町村や都道府県の枠組みを軽々と飛び越え

る力があります。このため、今までのように国が方針を決定し、あとは地方自治

体に任せるのではなく、まず、国と地方自治体がきちっと対話することが大切で

す。また、デジタルの強みを活かすためは、業務をシンプルなデザインに仕立て

直す必要があります。制度改正や規制緩和の実施が、より便利で効率的なスマー

トな地方自治体への近道となります。そして、デジタル化により捻出した人と金

を地域の課題解決に投入し、職員が地域のみなさまや事業者あるいは大学などと

対話することが、まさに未来への投資であり、共創であり、市役所の能力を高め

るための最良のＯＪＴにもなると考えます。 
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１６頁では、経営基本方針３「次世代につなぐ財政基盤を確立する」について、

課題、主な取組、展開のポイントをまとめています。 

①では２つの課題を示しています。 

課題１は、持続可能な財政運営です。将来にわたって継続的に最適な行政サー

ビスを提供していくため、公会計情報などを用いた財務状況の分析・改善を行う

とともに、新たな歳入の確保に取り組む必要があります。 

課題２は、行財政資源の戦略的・効果的な活用です。限られた行財政資源を活

用していくため、サービス水準や市民満足度、コストなどを検討し、最小の経費

で最大の効果を追求していく必要があります。 

②は、主な取組です。具体的な取組み内容としては、受益者負担の適正化やク

ラウドファンディング等による税外収入の確保に取り組むとともに、国保等の特

別会計や下水、病院の地方公営企業会計の健全化に努めていきます。 

また、施設総量の圧縮やライフサイクルコストの縮減、そして民間事業者のノ

ウハウを活用した行政サービスの付加価値向上に取り組んでいきます。 

  

将来にわたって継続的に最適な行政サービスを提供していくた

め、公会計情報などを用いた財務状況の分析・改善を行うとと

もに、新たな歳入の確保に取り組む必要がある。

限られた行財政資源を戦略的・効果的に活用していくため、

サービスの水準や市民の満足度、コストなど多角的、総合的に

検討し、最小の経費で最大の効果を追求していく必要がある。

課題１ 持続可能な財政運営

（３）経営基本方針３ 次世代につなぐ財政基盤を確立する

課題２ 行財政資源の戦略的・効果的な活用

改革項目３-１

持続可能な財政基盤づくりを推進する

改革項目３-２

市有財産を利活用する

 持続可能な財政基盤づくりを推進する

➡受益と負担のあり方、クラウドファンディング等による税外収入の確保

➡国保等の特別会計や下水、病院の地方公営企業会計の健全化

 市有財産を利活用する

➡施設総量の圧縮（施設の集約、施設の複合化・多機能化）

➡ライフサイクルコストの縮減（維持管理費の削減、施設の長寿命化）

➡民間事業者のノウハウを活用した行政サービスの付加価値向上

課題を解決するための施策 主な取組

 市民との合意形成に基づいた公共施設マネジメントの推進

 行政サービスの付加価値向上と財政負担の軽減の両立

２ まちだ未来づくりビジョン２０４０における経営基本方針

１６

①課題

②主な取組

資料編：２４～３３頁

③展開のポイント
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１７頁では、「次世代につなぐ財政基盤を確立する」の具体的な事例として、

町田市教育センターの複合化を紹介します。 

この取り組みは、これから取り組むプロジェクトです。町田市教育センターの

敷地内に、教育センター、子ども発達センター、わくわくプラザ町田を集約する

ものです。教育センターと子ども発達センターは、ともに子どもの発達支援を支

えるサービスを行うなどの点で親和性があり、一つの施設に集約することで、０

歳から１８歳まで一貫したサービスの提供が可能になります。 

このプロジェクトのスキームを分析するため、資料では横軸、縦軸の２軸分析

にてイメージ化しました。左上に「現状の公共施設」がありますが、現在は、施

設の老朽化に加え、各施設を個別管理しているといった課題があります。そこで、

横軸、付加価値の向上の度合いのベクトルについて説明します。民間サービスと

のコラボレーションや関連する行政サービスを集約することで、エリアの付加価

値を高めるとともに、一貫した発達支援を行い、利用者の利便性を向上していき

ます。 

続いて、現状から縦軸、効率的な維持管理の度合いのベクトルについて説明し

ます。公共施設情報を集約して事務効率化を図り、維持修繕計画への活用を進め

ていきます。 

横断的視点

～ 町田市教育センターの複合化 ～ ※

（３）経営基本方針３ 次世代につなぐ財政基盤を確立する

２ まちだ未来づくりビジョン２０４０における経営基本方針

１７

町田市教育センターの敷地内に、教育センター、子ども発達センター、わくわくプラザ町田を集約する。教育センターと子ども発達センターは、ともに発達支援を支

えるサービスを行うなどの点で親和性があり、一つの施設に集約することで、０歳から１８歳まで一貫した サービスの提供が可能になる。また、町田駅周辺でなくて

もサービス展開ができる公共サービス（わくわくプラザ町田のシルバー人材センター）を一つの施設に集約し、財政負担の軽減を図る。

付加価値の向上の度合い（小） （大）

（大）

現状の公共施設

教育
センター

データベース ■公共サービス
教育センター
子ども発達センター
わくわくプラザ町田

■民間サービス
子ども・高齢者向け施設
商業施設・教育事業等

サービスの多機能化

プロジェクトにより期待されること

 民間事業者への貸付や民間資金・ノウハウの活用

が期待される

 行政だけでは成し得ない新たな価値の提供と土地

の有効活用によるまちの魅力向上が期待される

 施設総量の圧縮や施設情報の統合による建物維

持管理にかかる費用の削減が期待される

※参考：『民間とのコラボレーションによる公共施設の建替え方針～健康福祉会館・保健所中町庁舎の
集約と教育センターの複合化に向けて～』（2021年3月町田市）

子ども発達
センター

わくわく
プラザ町田

関連するサービス（公共、民間）の
掛け合わせ

• 民間サービスとのコラボレーションによる地域の利便性や教
育に対する付加価値を創出できるサービスの実現

• 関連する行政サービスの集約化によって、０歳から１８歳ま
で一貫した発達支援を行うなど利用者の利便性の向上

公共施設情報
の統合

品質の
維持管
理

財務の
健全性

供給の
最適化

• 教育センター築４９年、子ども発達センター
築３９年、わくわくプラザ町田築２８年が経過

• 各施設の維持管理は個別管理している

データベース

事例
紹介

効
率
的
な
維
持
管
理
の
度
合
い

効率的な維持管理

• 施設情報を集約し、包括的に建物を管理することに
よる事務効率化

• 維持修繕計画への活用

教育
センター

子ども発達
センター

わくわく
プラザ町田

データベースデータベース

横断的視点

資料編：３４頁
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こうした取組の結果、プロジェクトにより期待されることとしては、民間事業

者への貸付や民間資金及びノウハウの活用、行政だけでは成し得ない新たな価値

の提供と土地の有効活用によるまちの魅力向上、さらには、施設総量の圧縮や、

施設情報の統合による建物維持管理にかかる費用の削減などが考えられます。 
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１８頁では、一体的な公共施設マネジメントの展開イメージです。 

右上にある「付加価値の向上と財政負担の軽減」については、民間とのコラボ

レーション等により市民ニーズに対応した行政サービスの維持向上と公共施設の

集約・複合化による総量圧縮に取り組んでいきます。 

次に、左下にある「効率的な維持管理、適正な維持管理」においては、公共施

設情報を統合することで建物の包括的な管理を行い、事務量を縮減するとともに

専門的な視点による適正な維持管理の実現に取り組んでいきます。 

そして、２０４０年にはオンラインとオフラインを適切に融合した公共施設マ

ネジメントに取り組み、新たな価値の提供、施設や機能の最適化、安定した財政

基盤の確立を推進していきます。 

  

【 一体的な公共施設マネジメントの展開イメージ 】

（小）
（大）

現状の公共施設

効率的な維持管理
適正な維持管理

 新たな価値の提供
 施設や機能の最適化
 安定した財政基盤の確立

Ａ
施
設

Ｂ
施
設

Ｃ
施
設

Ｄ
施
設

Ｅ
施
設

Ｆ
施
設

• 公共施設の約６割が築３０年を経過
• 各施設の維持管理は各課が管轄

（大）

（３）経営基本方針３ 次世代につなぐ財政基盤を確立する

• 包括管理による事務量の縮減
• 専門的な視点による維持管理の実現

Ａ
Ｂ
Ｃ
施
設

Ｄ
Ｅ
Ｆ
施
設

５
ヵ
年
計
画
22-

26

短
期
再
編
プ
ロ
グ
ラ
ム
（２
０
２
１-

２
０
２
６
）

ま
ち
だ,

未
来
づ
く
り
ビ
ジ
ョ
ン
２
０
４
０

中
期
再
編
プ
ロ
グ
ラ
ム
（２
０
２
７-

２
０
３
６
）

長
期
再
編
プ
ロ
グ
ラ
ム
（２
０
３
７-

２
０
５
５
）

ＯＭＯ※による
公共施設管理

品質

財務供給

Ａ
施
設

Ｂ
施
設

Ｃ
Ｄ
施
設

Ｅ
Ｆ
施
設

公共施設情報
の統合

データベース

２ まちだ未来づくりビジョン２０４０における経営基本方針

１８

※Online Merges with Offline（オンラインとオフラインの融合）

２０４０年に目指すこと

データベース

民
間
施
設

民
間
施
設

５
ヵ
年
計
画
22-

26

短
期
再
編
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
２
０
２
１-

２
０
２
６
）

付加価値の向上の度合い

効
率
的
な
維
持
管
理
の
度
合
い

付加価値の向上
財政負担の軽減

Ｃ
Ｄ
施
設

Ｅ
Ｆ
施
設

• 民間とのコラボレーション
• 市民ニーズに対応した行政サービスの維持向上
• 公共施設の集約・複合化による総量圧縮

公共施設の
複合化・多機能化

Ｂ
施
設

Ａ
施
設

民
間
施
設
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【財務部長】 

 

それでは経営基本方針３についてコメントします。まず、歳入の根幹となる市

税収入については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けたことにより、

２０２１年度当初予算では、前年度と比較して約６２億円減収すると見込みまし

た。また、今後の市税収入が一定程度まで回復するには、かなりの時間を要する

ものと見込んでいます。 

そのような中で、自律的な財政運営を確保していくためには、民間の資源やノ

ウハウをより一層活用していくとともに、町田市のポテンシャルを更に引き出す

投資を的確なタイミングで進めていく必要があると考えています。 

最近の投資効果の高い事業事例としては、南町田拠点創出まちづくりプロジェ

クトが挙げられます。このプロジェクトに市が投資した金額は、５年間で総額約

３３億円でしたが、これに対して、２０２０年度から２０２８年度までの９年間

では約３５億円の市税収入の増額が見込まれていることから、財政面でも効果的

な投資であったと考えています。 

また一方では、公共施設の再編を着実に行い、これまで以上に、利便性の高い

魅力的な施設にするとともに、施設の総量圧縮と、管理運営の効率化を実現して

いかなければなりません。こうした取り組みにより、将来にわたって持続可能な

行政経営ができるよう、財政基盤を強化していきたいと考えています。 

  

 自律的な財政運営を確保していくためには、民間の資源やノウハウをより一

層活用していくとともに、町田市のポテンシャルを更に引き出す投資を的確

なタイミングで進めていく必要がある。 

 公共施設の再編を着実に行うことで利便性の高い魅力的な施設にするととも

に、施設の総量圧縮と管理運営の効率化を実現させ、将来にわたって持続可

能な行政経営ができるように財政基盤を強化していく。 
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(３)未来に向けた行政経営の展開イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここでは、町田市５ヵ年計画における行政経営の考え方をまとめています。 

スライド上段では、行政経営を取り巻く社会環境の変化と行政経営へのインパ

クトとして、２０１９年度第１回町田市行政経営監理委員会にて議論した内容に

ついて改めて整理したところです。 

当委員会では、２０４０年にかけて見込まれる行政経営における変化・課題の

うち、認識しておくべき重要な環境変化と、行政経営に与えるインパクトをまと

めました。インパクト１は「行政課題のさらなる多様化・複雑化」、インパクト

２は、「行政の、経営資源の不足」、インパクト３は、「都市の個性や独自性の

発揮」です。 

こうしたインパクトを踏まえ、スライド中段には、これから１０年間、市民の

みなさまとともに取り組んでいく経営基本方針を３つ示しています。 

これらの経営基本方針に沿った行政経営を行っていくために、スライド下段で

は、町田市５ヵ年計画２２－２６における行政経営の２つの柱を、「行政サービ

ス改革」と「経営基盤の強化」としました。 

「行政サービス改革」は主に経営基本方針１に紐づく柱です。 

１０頁から１２頁に示した取り組みを着実に推進していくために、必要となる

行政課題のさらなる多様化・複雑化

第３部 未来への投資と行政サービス改革の姿３ 町田市５ヵ年計画における行政経営の考え方

１９

行政経営を取り巻く社会環境の変化と行政経営へのインパクト

町田市５ヵ年計画２２－２６における行政経営の２つの柱

自治体間格差の拡大自治体規模の縮小
人口減少・

人口構造の変化

テクノロジーの発達

災害・感染症の多発 構造的収支不足の拡大
公共施設・インフラの

維持が困難
まちの継続性の危機

人材確保への対応

人材不足、インフラ維持コストの増加、税収減等
の様々な資源制約に直面する中、デジタル技術
の活用を前提とした行政サービスへ転換すること
が求められる。

人や企業の多彩な知恵と行動を結集し、都市の
持つ魅力や強みを活かしたサービスを持続的且
つ安定的に提供していくことが求められる。

住民ニーズや地域課題が多様化・複雑化する中
で、コミュニティ組織、ＮＰＯ、企業等、地域社会
における多様な主体とともに課題解決を図ってい
くことが求められる。

都市の個性や独自性の発揮行政の経営資源の不足

≪ 経営基盤の強化 ≫≪ 行政サービス改革 ≫

 対話を通したユーザー目線のサービス構築
 環境変化に適した行政サービスの価値提供
 共感者の拡充と知恵やアイデアの結集・活用
 誰もがデジタルの恩恵を受けられる行政のＤＸ
 多様な主体の活躍の場や仕組の提供

 デジタルベースのサービスデザインへの転換
 プロジェクトを通じた人材育成マネジメントの強化
 自律的財政運営に向けた更なる財源確保
 公共施設再編による付加価値向上と効率的な維持管理
 特別会計や地方公営企業会計の健全化

経営基本方針１
共創で新たな価値を創造する

経営基本方針２
対話を通して市役所能力を高める

経営基本方針３
次世代につなぐ財政基盤を確立する

インパクト１ インパクト２ インパクト３

参考：２０１９年８月第１回町田市行政経営監理委員会

まちだ未来づくりビジョン２０４０における経営基本方針
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要素を５つ示しました。対話を通したユーザー目線のサービス構築、環境変化に

適した行政サービスの価値提供、共感者の拡充と知恵やアイデアの結集・活用、

誰もがデジタルの恩恵を受けられる行政のＤＸ、多様な主体の活躍の場や仕組の

提供になります。 

そして、「経営基盤の強化」は、主に経営基本方針２、３に紐づく柱です。 

１３頁から１８頁に示した取組を着実に推進していくために、必要となる要素

を５つ示しました。デジタルベースのサービスデザインへの転換、プロジェクト

を通じた人材育成マネジメントの強化、自律的財政運営に向けた更なる財源確保、

公共施設再編による付加価値向上と効率的な維持管理、特別会計や地方公営企業

会計の健全化になります。こうした２つの柱「行政サービス改革」と「経営基盤

の強化」のもと、行政経営に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

  



 32 

【赤塚副市長】 

 

今回の行政経営監理委員会は「未来への投資と行政サービス改革」というテー

マにさせていただきました。全体を通してやはりポイントとなってくるのは、町

田市民の福祉の実現のためには、多くの市民や事業者のみなさまなど、いわゆる

ステークホルダーの方々に関わっていただくことが重要であるということである

と思います。言い換えれば、人と人との関わり合いを中心として行政経営を進め

ていく、そういうことではないかと考えています。 

そのためには、私たち職員一人ひとりが市民や事業者のみなさまと一緒に、行

政課題や市民ニーズなどに向き合い、知恵と行動を結集しながら制度を構築して

事業を展開していく、そういうプラットフォーマーとしての役割を果たすことが

大切であると思います。つまり、町田市のエリアそのものを、エリアマネジメン

トにより経営する、そういう観点・視点をもって市役所業務を行っていくという

ことが大切であると改めて思った次第です。 

 全体を通してポイントとなるのは、町田市民の福祉の実現のためには、多

くの市民や事業者のみなさまに関わっていただき、人と人との関わり合い

を中心として行政経営を進めていくことである。 

 私たち職員一人ひとりが市民や事業者のみなさまと一緒に行政課題や市民

ニーズなどに向き合い、知恵と行動を結集しながら事業を展開していくプ

ラットフォーマーとしての役割を果たすことが大切である。そのために

も、職員たちは最前線で起きている状況をリアルに把握して、現場におけ

る課題解決の実践経験を重ね、相手の立場や事情を斟酌してものを見てい

く視点を養うことが大切である。 

 人と人、アイデアとアイデアなどを結びつけて形にするコーディネート能

力、あるいはファシリテート能力などの調整能力を身に付けていく人材育

成マネジメントが重要である。 

 より一層厳しくなっていく財政状況を踏まえ、企画・調整力や解決力など

の能力を職員が身につけ如何なく発揮することで、行政サービスの改革と

経営基盤の強化を推し進めていかなければならない。 

 今から２０年後の２０４０年の未来において、町田市が多くの人を惹きつ

けて活気のある都市であり続けるためには、私たち職員が社会経済状況の

変化の中で行政の役割をしっかりと捉え、率先して行動していくことが重

要である。 
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このような役割を果たしていくためには、職員たちは最前線で起きている状況

をリアルに把握して、現場における課題解決の実践経験をしっかりと重ね、相手

の立場や事情を斟酌してものを見ていく、そういう視点を養うことが必要となり

ます。さらには、人と人、それからアイデアとアイデアなどを結びつけて形にす

る力、コーディネート能力というのか、ファシリテート能力というのか、そうい

った調整能力を身に付けていく人材育成マネジメントが重要になってくるのでは

ないかと考えています。 

また、今後の財政状況につきましては、人口減少や少子高齢化による社会保障

費の増加、さらには公共施設の老朽化による維持管理費の増大や、建替えと再編

なども踏まえると、より一層厳しくなっていくということは容易に予想されます。

そのために、目の前に立ちはだかる複雑・高度化している行政課題に対して、企

画・調整力や解決力などの能力を職員が身につけ如何なく発揮することで、行政

サービスの改革と経営基盤の強化を推し進めていかなければならないと思ってい

ます。 

先ほどあったように２０２２年度からは、町田市の新たな基本構想・基本計画

であります「まちだ未来づくりビジョン２０４０」がスタートします。今から２

０年後の２０４０年の未来において、町田市が多くの人を惹きつけてなおかつ活

気のある、そういう都市であり続けるためには、私たち町田市職員が社会経済状

況の変化の中で行政の役割をしっかりと捉え、率先して行動していくことが重要

であると考えています。 

本日は、経営基本方針の１から３までについて、各論点を用意させていただき

ました。本委員会では、今後の町田市の行政経営において、特に２０２２年度か

ら２０２６年度までの５年間で必要となる考え方や視点について、先生方から忌

憚のないご意見をいただきたいと思っています。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 
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委員間での意見交換 
 

 

（１）経営基本方針１   ～ 共創で新たな価値を創造する ～  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

論点１ 共創※で新たな価値を創造する

・行政が多様な担い手とともに連携して“まちを経営”していくためには？

・多くの市民の声を市役所業務に反映していくための仕組みとは？

２０

資料編 ９頁（市政要望）、１０頁（行政手続等のオンライン化）、１１頁（市民、協働事業数）、１２頁（まちだ○ごと大作戦）

※共創
地域の多様な主体が、お互いを尊重しながら、共通の理念を実現するために協力して活動し、価値を創り上げていくこと。
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【佐藤専門委員】  

 

論点１について私から３点ほど話したいと思います。 

まず１つ目ですが、先ほどフルセット主義からの脱却という話がありましたが、

やはりこれからの自治体は、サービスの供給主体ではなく、むしろサービスを供

給したい多様な主体を、支えたりつなげたりしていく「プラットフォーム化」を

図っていくことが必要であると思います。 

「デジタル化、デジタル化」と言われていますが、デジタル化というとオンラ

イン化やデータの利活用などがよく出てきますが、オンライン化というのはあく

までもデジタル化の入口であり、データ利活用はデジタル化のプロセスに過ぎな

いと思います。出口は何かということをひとことで言うと「つなげる」だと思い

ます。「異なる人をつなげる」「異なる部署をつなげる」「異なる組織をつなげ

ていく」それがデジタル化の究極の出口ということになります。 

 やはりこれからの自治体は、サービスの供給主体ではなく、むしろサービ

スを供給したい多様な主体を、支えたりつなげたりしていく「プラットフ

ォーム化」を図っていくことが必要である。 

 オンライン化というのはあくまでもデジタル化の入口、データ利活用はデ

ジタル化のプロセスに過ぎない。異なる人や部署、組織をつなげていくこ

とがデジタル化の出口である。また、つなげる担い手は自治体であり、そ

れが「まちを経営する」ということである。「まちを経営する」とは町田

市の経済や社会活動に関わる様々な人たちをつなげていくことである。 

 申請のオンライン化が進めば、おのずから窓口業務が減っていくというこ

とになるし、ついては対面業務が減っていくことになる。そのため、新し

いニーズを追求するのであれば、古いニーズもしっかりと見直す必要があ

る。 

 これからの自治体において、やはり地域住民は単なる行政サービスの消費

者ではなくサービスの提供主体にもなってくる。プラットフォーマーであ

る町田市がきっかけは作るとしても、多様な担い手の方々が自走してサー

ビスを提供し続けられるようなモデルが望ましい。 

 これからは支援が必要な市民に対して、行政側から働きかけていく「プッ

シュ型の支援」が必要になると言われているが、こうした変化を踏まえる

と、市民の声の聞き方も同様の考え方となり、自治体が率先して住民の声

を聞きにいくプロセスが必要になると考えている。 
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では、そのつなげる担い手は誰かといえば、それは自治体ということになると

思いますし、それが「まちを経営する」ということだと思います。「まちを経営

する」と言っても「市役所が株式会社のようなことをやれ」という意味ではなく

て、町田市の中の経済や社会活動に関わる様々な人たちを、組織や企業も含めて

つなげていく、そういうプラットフォーマーとしての役割が求められてくるのか

なという気はします。 

一方で、論点３にも関わることなのですが、新しいニーズに応えるのであれば

古いニーズも見直していく必要があります。具体的には、窓口業務などにおいて

申請のオンライン化が進めば、おのずから窓口業務が減っていくということにな

りますし、ついては対面業務が減っていくことになります。そのため、新しいニ

ーズを追求するのであれば、古いニーズもしっかりと見直す必要があるのではな

いかと思います。 

次に、２点目ですが、岸田新総理は「新しい資本主義」というコンセプトを掲

げていますが、イメージとしてはシェアリングエコノミーということだと思いま

す。シェアリングエコノミーというのは、これはある意味ではパラダイムシフト

でありまして、これまでの経済活動というのは、ＢtoＣ（Business to Consumer）

というように、個人は企業から提供されるサービスの消費者に過ぎませんでした。

ところがこれからはメルカリやウーバーなどのように、個人がサービスの消費者

であると同時に、個人がサービスの担い手になっています。これをＣ toＣ

（Consumer to Consumer）といいますが、つないでいるのは、まさにウーバーやア

リババであり、要するにプラットフォーマーということになります。 

今回のコンセプトで言えば、まさに「まちだ○ごと大作戦」などはそうだと思

うのですが、やはり地域住民は単なる行政サービスの消費者ではなくて、サービ

スの提供主体にもなってくることであると考えています。つまり、プラットフォ

ーマーである町田市がきっかけは作るとしても、最終的には、多様な担い手の

方々が自走してサービスを提供し続けられるモデルができることが良いと考えて

います。 

あと、「多様な担い手」には地元の商店街や町田市民のほか、町田市で働いて

いる方もいますし、地元ではない大手企業で働く市外在住の方も含まれます。こ

の多様な担い手の中には、こうした人たちも入ってきますので、単に地域住民だ

けではないということは留意しておく必要があるかと思います。 

３点目は、多くの市民の声を市政に反映させる取り組みについて言及します。

これまでの自治体のやり方は、窓口に座って待っている、あるいは電話番をして

いるというように、市民の中で誰かが声を出してくれるのを待っている「申請主

義」に基づいているということになります。 
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ところが、２０２１年９月にデジタル庁が設置されたこともきっかけとなり、

これからは支援が必要な市民に対して、行政側から働きかけていく「プッシュ型

の支援」が必要になるだろうと言われています。こうした変化を踏まえると、市

民の声の聞き方も同様の考え方となり、やはり自治体自ら率先して、住民の声を

聞きにいくというプロセスが必要なのではないかという気がします。 

こうしたプッシュ型の行政サービスを考えていくうえでは、情報の管理が大切

になります。例えば、自治体が保有する住民の課税情報を勝手に使ってしまえば

プライバシーの侵害ということになりますので、個人情報の扱いについては気を

付ける必要があります。色々な組織が連携しながらプッシュ型で市民を支援する、

あるいはプッシュ型で市民ニーズを集めにいくためには、個人情報を守ることを

前提にしつつも、積極的に利活用を進めていかなければ、なかなか実現は難しい

のではないかと思います。 
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【山本専門委員】 

 

具体的な話からしますが、「まちだ〇ごと大作戦」の鞍掛台買い物・外出支援

プロジェクトは、社会福祉法人が送迎車両に係る人件費や燃料費、保険料などの

活動経費を地域貢献の一環として負担しているなど、基本的には町田市の財政負

担がないということで、非常にすばらしい試みだと思います。 

さらに発展させていくとすれば、「買い物難民であるのだから、スーパーマー

ケットなどの売る手側にもコスト負担を捻出して貰う」というアプローチも考え

られ、全国的にはいくつかの市町村でも行われております。買い物客が増えるこ

とにより、スーパーや商店街の売上が増加して、シャトルバスの運用経費をペイ

することができるのであれば、より一層、地域内において自走していくプロジェ

クトになっていくと思います。 

一方、もう少し広い観点から考えてみると、その地区の住民の方々の外出機会

が健康増進効果につながるということが言えるのであれば、自治体が多少の財政

支援を通じて負担したとしても十分に効果的なプロジェクトであると言えます。 

次に、コロナ禍によって、町田市民の働き方や生活行動が大きく変化している

ということを考えなければなりません。最近のデータによると、東京都の近郊で

働くオフィスワーカーの約３割の方が、週３回以上は在宅勤務するようになった

と言われています。そうすると、それだけの通勤時間が浮いているということに

なりますので、その人の生活行動は明らかに変化してくるわけです。当然、行政

 「まちだ〇ごと大作戦」の鞍掛台買い物・外出支援プロジェクトは、社会

福祉法人が活動経費を地域貢献の一環として負担している好事例である。

さらに、健康増進効果などの副次的な効果が期待できるのであれば、自治

体が財政負担をしたとしても十分に効果的なプロジェクトといえる。 

 コロナ禍により市民の働き方や生活行動が大きく変化しているという現状

を踏まえておく必要がある。行政に対するニーズも変化し、余剰時間を地

域の担い手としての活動に費やすことも考えられる。コロナ禍前後におけ

る時間の使い方について調査を行い、市民の中でどのくらいの人が地域の

担い手として活躍できるかを検討することが重要である。 

 市の仕事は、支援が必要な方に対する政策や、広く不特定の市民に対する

サービスの提供など多岐に渡るため、そこを区別して市民の声を聞き取る

必要がある。その際、ＮＰＯ法人等の一定の条件を満たした中間組織を介

して聞くほうが、より的確な情報が把握できると考える。  
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サービスに対するニーズも違ってきますし、逆に言えば、浮いた時間を地域の担

い手として、活動に費やしていただけるようなこともあるかもしれません。そう

すると、市役所業務の幾らかを担ってもらえるような「活力ある資源」としてご

活躍いただくということが、町田市のような都心に通われている方が多い地域で

は考えられますし、逆に、多くの方に移り住んでもらうようなアピールに繋げて

いくことができるかもしれません。 

そのため町田市では、３０代から５０代までの市民に対して、いわゆる生活時

間調査のようなものを行い、どのようにコロナ禍前後で時間の使い方が変わって

きているのか、ということを調査したほうが良いと思います。例えば、保育所の

送り迎えを旦那さんが行うようになったことにより、浮いた時間を子育てに費や

す、あるいは地域の活動に費やすなどといったことが明らかになるかもしれませ

ん。従ってこのような調査により、市民の中でどのくらいの人が地域の担い手と

してご活躍いただけるかを検討することが、非常に重要ではないかと思いました。 

次に、論点１にあります「多くの市民の声を市役所業務に反映していくための

仕組みとは？」においては、佐藤委員も言われたように市民の声を聞き取りに行

かないといけない場合もあると思います。ただし難しいのは、市の仕事というの

は、非常に困っておられる方やハンディキャップのある方などの、支援が必要な

特定の方に対する政策に人手をかけたり、学校教育やワクチン接種などの広く不

特定の市民に対するサービスを提供したりと様々です。これらのサービスの受け

手は異なりますので、声を聞かなければならない層も異なります。「プッシュ型

かプル型か」という話もありますが、そこを区別して、市民の声を聞き取る必要

があると思います。 

声を聞く方法についても、アンケート調査が適している場合もありますし、聞

き取り調査が適している場合もあります。重要なのは困窮世帯などに対しても、

本当に市役所が御用聞きのように聞く方法が良いのかということです。私はＮＰ

Ｏ法人等の中間組織を介して聞くほうが、より的確な情報が把握できるのではな

いかと考えています。もちろん、ＮＰＯ法人等でも色々な価値観の団体がありま

すので一概には言えないのですが、一定の条件を満たした中間組織を介して、多

くの市民の意見を聞いていくことを考えても良いと思います。また、路上生活者

も携帯電話やスマートフォンを使用していますので、生活困窮者の方に対する接

触も、スマホやＳＮＳなどのデジタルを活用したアプローチを検討しても良いの

ではないかと思います。  



 40 

【岡本専門委員】 

 

私からの意見は３点ほどあります。 

１つ目は、資料の中で使用している「経営」という言葉についてです。１９５

４年にピーター・ドラッカーの「現代の経営」という本が翻訳されるまでは、

「マネジメント（management）」という英語を「経営」という言葉ではなく、

「管理」という言葉に訳していました。 

管理というのは、どこの会社でも、どんな業種でも同じように行います。つま

り、管理の下に業務があって、その業務の効率を上げることという意味です。そ

して、業務の下には作業があります。太平洋戦争の後、日本に対してアメリカの

方たちがいろいろ教育してくれたのは管理教育であったため、日本は管理につい

ては、結構レベルの高い国になりました。ところが、経営についてはできていま

せん。では、経営と管理は、何が違うのかというと、経営には業務も作業もなく、

経営にあるのはビジョンです。そして、このビジョンを実現することを戦略と言

 「経営」を「管理」「業務」「作業」などに置き換えてしまうと手段が目

的化してしまう。町田市は早くから経営に取り組んでいるので、組織マネ

ジメントが「管理」にならないよう「経営」に取り組んでいただきたい。 

 経営において重要なのはクリエイティビティであるため、共創の中の

「創」に焦点を置いた「創発」を意識して日々の業務に取り組んでいく必

要がある。「創発」を意識した時間を作ることによって職員の自発性や主

体性が生みされ、新たなアイデアが形になり、組織が活性化されるからで

ある。 

 町田市の次期基本構想・基本計画では、政策体系をライフステージごとに

区分している。大きく人生が変わるステージごとに区分したものの見方に

より、今何が欠けているか、何に困っているのかなど本質的な市民ニーズ

を把握していくことにつながる。 

 まちだ未来づくりビジョン２０４０は、「このようにしたい」ということ

を宣言し、未来から逆算してやるべきことを考えて基本目標から各取り組

みを導いている点が良い。 

 バックキャスティングができるか否かは「なりたい未来」をどこまで細か

く想像できるかによる。人々がどのような会話をし、どのように行動する

のか、細かなところまで想像することによって色々な関連づけが見えてく

る。このような関連づけにより、必要なものは何かということを考えると

いう思考を定着させて、発展させていただきたい。 
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います。だから、経営はビジョンと戦略をどのように行っていくのかということ

になります。 

経営を、管理や業務、作業などに置き換えてはいけません。管理、業務、作業

などに置き換えてしまうために、手段が目的化してしまい、そちらがあたかも目

的であるかのようになってしまうのです。町田市は早くから経営に取り組んでい

ますので、管理にならないよう経営に取り組んでいただきたいと思います。 

２点目は、「共創」という言葉についてです。この「共創」という言葉は、非

常に概念が広い言葉であります。例えば、冨山和彦さんがＣＥＯをやっておられ

る会社の名前は、株式会社経営共創基盤（ＩＧＰＩ）です。これは、共に創る、

コ・クリエーションという意味であり、色々な企業の人たちと一緒になって作り

上げていこうという意味です。また、アメリカの大学の先生たちが、企業にとど

まらず、売り手から買い手までの人たちを含めて全てが価値であるという、サー

ビス・ドミナント・ロジックという考え方を提唱しています。この考え方は、従

来はモノが価値であるという意味のグッズ・ドミナントでしたが、価値というも

のは消費者や買い手が半分作っているという発想に基づきます。例えば、食品を

買ってきて調理する場合、調理をするのは消費者ということになります。あるい

はスーパーマーケットへ買い物に行く場合も、買い物に行くのは消費者が自ら行

う行動ですから、消費者自身が商品やサービスの価値の形成に関わっているとい

うことになります。 

このように考えると、共創は非常に広い意味を持つ言葉ということになります。

言葉としては良い言葉だとは思いますが、広さがあるが故に、共創の中の「創」

のほうに焦点を置いた「創発」を意識して日々の業務に取り組んでいく必要があ

ると思います。経営において非常に重要なのはクリエイティビティであり、これ

を創造性の「創」に出発の「発」と書いて「創発」と呼んでいます。この「創発」

の場を作ることに関して非常に上手く実践できているのは、民間企業のグーグル

や３M、ゴアなどです。これらの会社に共通しているのは、社員が好きなことをや

れる時間があるということです。「１５％カルチャー」などと呼ばれていますが、

会社の設備を最大限利用して、自分の好きな研究テーマに時間を費やすことがで

きます。もちろん遊んではいけませんが、遊びではなく仕事でやりたいことを思

い切ってやって良いのです。そのため、今取り組んでいる仕事の次に、やりたい

仕事を絶えず持っていることができます。もちろん失敗もあるとは思いますが、

好きでやっていることの多くは上手くいっているそうです。きっと好きでやって

いることは、何とかして上手く行かせようと頑張るのでしょうね。 

３点目は、事務局からの説明にもありましたライフステージの活用についてで

す。町田市の次期基本構想・基本計画では、政策体系をライフステージごとに区
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分しており、高く評価できます。ライフステージというセグメントで細かく市民

ニーズを把握していくというように理解しました。関連した市場調査の手法とし

ては、ＳＴＰ分析と言うものがあります。これは、顧客をニーズごとに分類する

セグメンテーションのＳ、細分化したグループの中から、どの市場や顧客を狙う

か決定していくターゲティングのＴ、そのターゲットに設定した市場や顧客に対

する自社の立ち位置を明らかにして意味を見出すポジショニングのＰの頭文字を

とって名付けられた分析手法です。 

行政においては、例えば、性別・年齢・居住地・家族構成などのデモグラフィ

ックな属性情報を基に、ライフスタイルなどのやや質的なニーズ調査に踏み込ん

でいくことが考えられます。ライフステージというのは、例えば「子どもが生ま

れる」「小学校に入学する」、もっと手前で言うと「結婚する」などと、大きく

人生が変わるステージごとに区分し、今何が欠けているか、何に困っているのか

など本質的な市民ニーズを把握していくことにつながります。 

次に、まちだ未来づくりビジョン２０４０は、基本目標から各取り組みを導い

ている点が良いと思います。従来は、「現状はこうだから手を打っていこう」と

いうように、手前からものを考えていましたが、手前から考えていては視野が狭

くなったり消極的なアイデアに偏りやすくなったりしてしまいます。そこで、ま

ず「このようにしたい」「このようになりたい」ということを先に言ってしまう

のです。こういった思考法をバックキャスティングといいまして、現時点におけ

る実現可能性を多少無視してでも「このようにしたい」ということを宣言し、未

来から逆算してやるべきことを考えていくことで、困難な課題を乗りこえていく

ことが可能となります。このバックキャスティングができるかできないかは、ど

こまで細かく想像できるかということなんです。人々がどのように行動するのか、

そのとき、その人々や家族の中で、どのような会話をしているのか、といった微

細までを具体的に想像しなければいけません。 

細かく具体的に想像していくことを徹底して事業の成功を導いたのが㈱リクル

ートの無料の地域情報誌「ホットペッパー」の事業です。企画当初は、担当者が

飲食店に営業で行くと「忙しいからあとにしてくれ」と言われてしまったそうで

す。そこでどうしたら良いかをイメージし、「短時間の会話」「一気に調理場ま

で入ってしまう」「貴店の魅力はこれですよね」などと、手短な商談をしていき

ました。ただし、「魅力はこれですよね」と言い切るためには、事前にそのお店

を利用していなければなりません。実際にお店を利用して細部まで把握したうえ

で、プレゼンテーションしたのです。 
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【石阪市長】 

 

まちだ未来づくりビジョン２０４０では、ライフステージごとに政策を打ち出

していますので、政策を進めていくうえで、しっかりとライフステージごとに調

査や分析をしていく必要があると感じています。さすがに赤ちゃんに対してアン

ケート調査をするのは難しいかもしれませんが、その場合であっても、例えば保

護者に対してアンケート調査を行うなども検討していかなければなりません。も

ちろんこれまで実施してきた無作為抽出で行う紙媒体のアンケート調査でも構い

ませんし、スマートフォンを用いたデジタル調査などでも良いと思いますが、ラ

イフステージごとにマーケティングや調査・分析を行っていく必要があると感じ

ています。 

新しい基本構想で進めていく「未来への投資」について、その言葉の根拠のよ

うなものをしっかりと調査していかなければならないと考えています。基本構想

の中では、ライフステージに対応した政策体系を作っておりますので、世代に応

じたマーケティングをしっかりと行うとともに、それぞれの世代にとって、なり

たい姿とは何であるのかということについて、市民のみなさまにヒアリングをし

ていく必要があると思っています。 

先日、小学生の孫が遊びに来て、ご飯を食べたりケーキを食べたりしていたの

ですが、急に静かになったのでどこ行ったのかなと思ったら、隣の和室で寝転が

りながらスマートフォンでゲームをしていました。単にゲームに集中していただ

けだったのですね。このように、子どもは私たち大人がイメージしていない行動

をすることがあります。そこで、子どもの行動や生活状況を把握するために、内

閣府や東京都などが「子どもの生活時間調査」を実施しています。一方で、大人

 「まちだ未来づくりビジョン２０４０」おいて、ライフステージごとの政

策体系を示しているが政策を進めていくうえでは、ライフステージごとに

マーケティングや調査・分析を行い、それぞれの世代における“なりたい

姿”を常に把握していかなければならない。 

 新型コロナウイルス感染症対策に伴う定額給付金の支給やワクチン接種な

どの例を省みて、いざというときに対応方法が分からなくならないよう、

準備しておく必要がある。 

 行政経営においてもデジタルトランスフォーメーションの技術を積極的に

活用することなどにより、国・東京都・市町村の役割を見直していく必要

がある。 
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の生活状況を把握するための生活時間調査は実施していません。これは何故かと

いうと、各企業がマーケティングリサーチを実施しているから、行政が改めて大

人の生活状況について調査をする必要がないためです。 

市役所でも、日々の仕事で接点のない世代については、アプローチや調査をし

ていません。そのため、昨年の新型コロナウイルス感染症対策に伴う定額給付金

の支給やワクチン接種などが典型的な例ですが、「どのように動いたらよいか」

「どのように対応したらよいか」が分からなくなってしまいます。もちろん市役

所は条件的に厳しい方々にサービスを提供していくことが基本ですから、普段市

役所と接点がない市民と無理に接点を持つということではありません。そうでは

なくて、いざというときに対応方法が分からなくならないように準備しておく必

要があるということだと思います。これは市役所だけではなく、国や東京都も含

め、行政全体に言えることだと感じています。そのため、行政経営においてもデ

ジタルトランスフォーメーションの技術を積極的に活用することなどにより、

国・東京都・市町村の役割を見直していく必要があると考えています。 

  



 45 

（２）経営基本方針２  ～ 対話を通して市役所能力を高める ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

論点２ 対話を通して市役所能力を高める

・先行きの見えない社会情勢の中、求められる組織能力とは？

・政策形成能力や経営観をもった職員を育成していくためには？

２１

資料編 １４～１７頁（デジタル化総合戦略）、１８頁（事務事業見直し）、１９頁（職員数の推移）、２０～２１頁（職員意識調査）、２２頁（政策形成研修）
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【佐藤専門委員】 

 

では、まず私から何点か挙げさせていただきます。１点目ですが、２１頁に記載

されているように、よく先行きの見えない社会情勢と言いますけれど、別に先行き

が見えなくなったのはコロナ禍のせいではなく、実はその前から先行きなんて見え

てないわけであります。東日本大震災やリーマンショックのときはどうでしたと言

われたら、やっぱり先行きなんか全く見えていないわけなのですね。むしろ社会全

体として、これまで先行きを見てこなかった傾向にあります。これを近視眼化とい

う。足元しか見てこなかった。 

これはさっき岡本委員からご指摘のありました「経営の視点が欠けている」「長

期ビジョンが欠けている」ということにもつながるのかなと思います。では、その

中で求められる組織能力とは何かといったときに、ひとことで言うと私はスピード

感だと思います。例えば、先の全国一律１０万円の特別給付金についていえば、な

ぜ一律１０万円でなくてはいけなかったかというと、結局誰が困っているのかよく

わからなかったのですね。誰が困っているか把握できないので、困っていない人も

含めて全国民に１０万円ずつ配ったというのが落ちだったわけです。 

結局、何が欠けていたかというと支援のスピード感だと思います。では、スピー

ド感を出すためにはどうしたらいいかというと、デジタルを活用してリアルタイム

に住民のニーズや状況を把握するということだと思います。具体的には所得情報で

す。実際に各自治体が持っている住民の所得情報というのは、去年の所得情報です

ね。２０１９年には普通に生活していた人が、２０２０年のコロナ禍のあとに急に

 今後求められる組織能力は、住民支援のスピード感である。そのために

は、デジタルを活用してリアルタイムに住民のニーズや状況を把握するこ

とが重要である。 

 住民との対話の重要性はもとより、市役所の中においても部署間の職員同

士の対話によって、自分の立ち位置を相対化し、自己評価と他者評価の差

を明らかにすることが大切である。 

 現場主義は大切であるが、だからといって市役所が現場を抱え込む必要は

ない。委託先の民間企業に市役所の職員を派遣するなどの人事交流の方法

により、現場感覚を養うことも考えられる。 

 多くの行政サービスは民間でも担うことができる。「市役所は市役所で、

民間は民間で」という公共と民間を区別する考え方は、今後薄れていくの

ではないか。 
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収入がなくなるというケースがあるわけですが、この所得情報では前の年の所得情

報ですから対応できないわけです。 

あと、最近不幸にも児童虐待で亡くなる子どもがいます。こういうところの家庭

状況は急激に変化する。昨日まではよその自治体にいた市民が、今日こっちに引っ

越してきて、実はそこで虐待が発覚するということもあるわけです。もちろん、今

でも関係機関同士の情報の共有はありますが、デジタルを活用してより一層リアル

タイムに状況を把握していくということも、やはり求められているのかと思います。 

それから、ここの論点２は「対話」というテーマです。対話というと、どうして

も住民の方々との対話が論点のメインに挙がると思うのですが、私はあえて、職員

間の対話を問題提起させていただきたいと思います。これもあまり笑い話にもなら

なかったのですが、国のコロナ対策がなぜうまくいかないかというと、実は官僚の

間で対話ができてないからなのです。具体的な要因は何かと言うと、文系と理系の

壁です。つまり厚労省でいうと理系の医系技官が感染症の専門家にあたりますが、

政策を担うのはどちらかというと事務官、つまり文系なのです。彼らの間での会話

が多分うまくいってないのですよね。だから、なかなか効果的な対応を打ち出せな

かったということがあります。 

恐らく同じことが、理系文系とまでは極端に言いませんけれど、市役所の中でも

例えば政策を担う部署と現場との間の対話がうまくいかないことがあるのではない

でしょうか。これはなぜかというと、目線が合っていないという点もあると思いま

す。なので、やはり市役所の中でどうやって対話を進めていくかということを考え

ていく必要があると思います。どうしても同じような人間たちばかり、同じ部署の

人たちばかりが集まって議論していると、村社会を作ってしまいます。土木の村社

会であったり、教育の村社会であったり、自分たちがやっていることは立派なこと

だと、自分で勝手に言っているだけという世界ですね。 

一方で、いろいろな部署の人たちがお互いに議論をすることによって何がいいか

というと、自分の立ち位置を相対化できるわけです。外からどう見られているかに

ついてわかるようになる。それができない人というのは、ポジショントークをする

方たちですよね。私は、大学の学生にはそういうのはつまらない大人だからなるな

と言うのですが、やっぱり皆それぞれ自分のやっていることは立派なことだと思っ

ているし、それぞれ頑張っているわけです。でもそれはあくまで自分の評価であっ

て、他人がどう評価しているかとはまた違います。そこが対話の中で明らかになっ

てくることだと思いますので、市役所の組織の中での対話についてどうあるべきか、

という議論があっていいのかなと思いました。 

１３頁では「現場での経験や対話を通じて」という話があります。日本はよくも

悪くも現場主義があるので、どうしても市役所としても現場感覚を失わないように
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現場を抱え込む傾向にあると思います。例えば、窓口の業務や施設の管理ですが、

最終的には住民の方々と接点を持つのですから、現場主義は大切です。ただし、現

場が大事であるといって、市役所が現場を抱え込む必要はありません。というのは、

窓口業務や施設管理は民間に委託して、その委託した民間に市役所の職員を派遣す

ればいいわけであります。つまり、動かすべきは人であって組織ではないのです。

組織は外に切り出しても、職員を送ればその人は現場を学ぶことになるわけなので、

これはある意味では人材の流動化にもつながり、悪い話ではないと思います。 

何を言っているかといいますと、官民の壁を超えるということです。つまり、

「市役所は市役所で、民間は民間で」という時代はもう多分終わると思うわけです。

よく「大きい政府・小さい政府」と言いますが、そもそも政府と民間を区別するこ

とに意味があるか、ということを問われていくと思うのです。多くの行政サービス

は民間でも担えますし、逆に、ＳＤＧｓの取り組みやＥＳＧ投資など、民間が公益

を担うということもあります。したがいまして、現場主義をどういうかたちで実現

するかというときに、人材交流により達成するという視点もあっていいのではない

かと思いました。  
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【山本専門委員】 

 

少し違った観点から述べますと、私は各市町村レベルにおいては、職域の壁はそ

れほど大きな壁ではないと思っています。むしろ重要なことは、「まちだ未来づく

りビジョン２０４０」のようなビジョンであるとか市の方針に対するその認識と、

それに向けた行動が一致しているかどうか、ということであると思います。 

そういう意味では、庁内の対話は重要です。若い職員が市役所の将来の方向性に

ついて十分に認識していないであるとか、役割を十分に理解していない傾向がある

ことは仕方がないにしても、役職の付かない高年齢層になっても市の方針やビジョ

ンがあまり浸透していないような状況というのは問題であると思います。役職が付

かない高年齢の職員の数ほうが、管理職になる人数よりも多いわけですから、そう

いう方たちがいわゆる「戦力」になれていない恐れがあるわけです。つまり、仕事

のベクトルが合ってないということですから、マンパワー全体の総力を高めるとい

うための人事管理の方策をもう少し活性化して、ますます町田市役所のリードを広

げていただきたいと思います。 

そのためには、若い職員に早いうちからプロジェクトを任せることによって、政

策形成能力を高める、あるいはマネジメント能力を高める、そういう経験を与える

ということが非常に重要です。また、こうしたことやるためは、デジタルを活用し

て市役所業務の生産性を上げ、取り組みのための時間を確保しないといけないので

す。どこの組織でもそうですが、若い職員には雑用が多いわけです。そこをどうに

かして、少なくとも２０代や３０代の若い層の職員全員に対して、プロジェクトな

どを担えるような条件を設定していくことが必要であると思います。 

そして今後は、定年制度の延長によって、５０代や６０代もこれから少しずつで

もプロジェクトに関与していただくことが必要になってくると思います。そうする

 組織においては、市のビジョンや方針に対する認識とそれに向けた行動を

職員同士で一致させていくことが重要である。 

 若い職員に早いうちからプロジェクトを任せることによって、政策形成能

力やマネジメント能力を高めていくことが非常に重要である。そのために

は、デジタルの活用や他市比較による業務改善を通じて生産性を上げ、取

り組みのための時間を確保していくことが求められる。 

 現在の自治体行政においては、マンパワーの問題・生産性の問題・能力向

上という、組織マネジメントとしては一番難しいことを要求されている

が、試行錯誤によって今からでも取り組んでいかないといけない。 



 50 

と、そのための時間を確保するためにも、デジタル化や他市比較による業務改善等

の生産性向上の取り組みを、より一層推進していかなくてはいけないと思います。 

実はこれらの課題は非常に難しい論点になります。なぜなら、マンパワーの問題

と、生産性の問題と、能力向上ということですから、組織マネジメントとしては一

番難しいことを要求されているわけです。これは、私たちにもなかなか明確な解は

ないのですが、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推進していく中で５

年・１０年の間にはある程度の推進により改善していけると思うのです。しかし同

時に、今からでも取り組んでいかないといけないことでもあるわけです。これらの

取り組みをどのように回していくのかということに対して、私はすぐには答えを持

ち合わせておりませんが、考えていく必要性を痛感しています。  
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【岡本専門委員】 

 

従来、会社や役所でも組織で何かを変えようとすると、「問題は何か」というア

プローチをしていたわけですよね。アメリカの学者のデビット・クーパーライダー

という方がいまして、病院の変革に関するエピソードがあります。当時、病院の変

革をするときに院長が、例えば「男性と女性の仲が悪い、何でそんなに仲が悪いの

かを明らかにしよう。」と言ったそうです。しかしクーパーライダー氏は「それは

逆効果だ」と主張し、病院の中で「以前にこうやってもらって助かった」とか、

「こういうときにこう一言をかけてくれたので元気になった」とか、何か自分たち

が仕事の中で嬉しかったことや喜んだことなど、プラスになったことを話し合って

いく、そういうアプローチを取ったのです。 

このようなアプローチに取り組んでいくと、段々とお互いがわかり合っていきま

す。するとある段階から自然と「将来をどのように描いて、どうやっていこうか」

という未来志向であるバックキャスティングのような話し合いになっていったとい

います。このように、組織や人のポジティブな側面にフォーカスをあてて変革を実

践していくアプローチのことを、アプリシエイティブ・インクワイヤリー

（Appreciative Inquiry：略称ＡＩ）といいます。 

この手法の創始者であるクーパーライダー氏は、後に、国連事務総長（当時）コ

フィ・アナン氏に手腕を買われ、ダボスの重要な会議に出席した参加者たちに対し

て実践し、グローバル・コンパクトという成果を得たわけです。 

つまり、問題探しや欠点探しからスタートしてしまうと、その延長線上の対人関

 組織の中で何かを変えていこうとするときには、問題の原因や欠点を探し

当てていくことから行うのではなく、組織や人のポジティブな側面にフォ

ーカスをあてて対話を重ね、変革を実践していくことが大切である。 

 若手の職員には、最初の段階から企画や調査といった自分で考えることが

必要な仕事に携わらせて、実践の中で経験を積むことで人材を育成してく

ことが重要である。 

 組織内部の対話をしっかりと行うことができて、はじめて市民との対話を

うまく行うことができる。したがって、職員同士の対話の能力を上げてい

くということが大切である。 

 組織における効果的な対話方法の検討や、その都度対話の仕方を相互に評

価するなど、日常の話し合いのレベルを上げていく取り組みを実践するこ

とも大切である。 



 52 

係がどうもうまくいかないということになってしまいがちです。そのような入り方

をしてしまうと、ネガティブなところにばかり関心が集中し、途中で行き止まって

しまうのです。 

したがって、その逆のやり方でやってみようということです。実はこの取り組み

の背後には、意味の形成は人々の関係により構築されるという、社会構成主義とい

う難しそうな考え方があるのですが、実際のやり方自体は難しくありません。例え

ば、コーヒーブレイクの時間は結構楽しい話ができますが、こうしたカフェのよう

な雰囲気で面倒な話をやっていこうというのが「ワールドカフェ」という対話のや

り方です。それから、未来を描くのを「こんなことを過去にやったよね」という方

向ではなく、「こんなことをやりたいよね」という方向でどんどん行っていくとい

う対話の方法が「フューチャーサーチ」です。このように最近は、ポジティブな側

面から対話を展開していくアプローチが注目されており、日本でも実践している会

社や授業に取り入れている大学が出てきています。 

もう一つは、さきほど山本委員のお話にもありました、若い人における仕事の仕

方の問題です。若い人は、やはり多くの組織で雑用が多いというのが現状です。で

も、管理や作業のような誰でもできる定型的な仕事ばかりをやらせて１０年くらい

が経つと、まともな調査・企画・判断ができない人材になってしまいます。そうい

うことにならないためには、入社してすぐの段階から、調査や企画などの自分で考

えることが必要な仕事に携わらせて、実践の中で人材を育成してくことが必要です。 

諸外国の企業を見ていると、そこそこの普通の会社でも、若い社員に最初から雑

用だけをやらせているというのは、あまりないように思います。一方で日本の場合

だと、「最初は雑用でいいんだ」みたいな旧来の師弟制度的な固定観念があります

が、本当はそこを何とか変えていく必要があるのではないでしょうか。 

それから、これは佐藤委員のお話にもでてきて大賛成なのですが、組織内部の対

話をしっかりと行うことができて、はじめて市民との対話をうまく行うことができ

るのだと思います。したがって、職員同士の対話の能力を上げていくということが

大切です。そのためには、すでに一部の企業で実践されているとおり、どうしたら

自分たちが効果的な対話ができるだろうとか、再度対話の仕方を見直すとか、話し

合いの都度、その話し合いの評価を相互に行うなど、日常の話し合いのレベルを上

げていく取り組みをやっていくことも大切なことではないかと思います。 

先ほど政策経営部長がおっしゃっていた「ほっとする」というのは、「市民に対

してちょっとしたアテンディングができている」ということですよね。何かその職

員の近くに行ってちょっと話しかけると、受け答えがすごくうまいので「ほっとす

る」みたいな感じです。そういう気づかいのできる雰囲気が組織の中で作り上げら

れていくことで、そういう人がたくさんいる職場になっていくわけで、それは、市
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役所に来るだけでも「ほっとする」という感じにつながっていくのだろうと思うわ

けです。  
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【石阪市長】 

 

市民との対話の中には、市役所の職員の本質的な活動の領域があると考えていま

す。どのような組織でも、組織のコンセプトというものがあります。市役所におい

ても政策のコンセプトを掲げていますので、市民のみなさまをはじめ多くの関係者

の方にその内容を理解してもらうことが大切となります。しかし、コンセプトは通

常やや抽象的な表現になりますので、なかなか関係者の理解を得られないことも出

てまいります。さらには、コンセプトに対する別の意見にも耳を傾け、その意見を

受け入れる姿勢を持つことも必要です。そのあたりのバランス感覚を常にもってお

くことが非常に重要になりますが、同時にこうした的確な対応を取ることは非常に

難しいわけです。 

昨日、南地区の市政懇談会に出席しました。その中で、若い男性が「小学校の二

つを一つにするという計画について、市と意見が違う」という主旨の発言をされて

いました。この地域は、「つくし野」というところなのですが、つくし野小学校と

南つくし野小学校の二つの学校があって、それを一つにしようという計画になって

います。そして計画では、統合先の用地について、地元の大きな公園である「セン

トラルパーク」という公園を第一候補地としています。しかし、この公園のある地

域にはまちづくりの協定がありまして、その協定の中では学校は建てられないとい

うことになっているのです。このような協定区域に「新しい学校を建てます」とい

う話をして感じたのが、統合先の第一候補地に決定するまでの準備期間のプロセス

において、住民との対話がやっぱり足りていないなということです。したがって住

民としては、学校を統合するというコンセプトは理解できるのに、地域に今ある協

定区域というもう一つのコンセプトとしては、とても受け入れられないという意見

になってしまうのです。やっぱり対話といっても、市役所の場合はもしかするとコ

ンセプトの押しつけに近くなってしまう部分があります。押しつけとまでは言いま

 市民との対話の中には、市役所の職員の本質的な活動の領域がある。市役

所においても政策のコンセプトを掲げており、市民のみなさまをはじめ多

くの関係者の方に、その内容を理解してもらうことが大切である。 

 コンセプトに対する別の意見にも耳を傾け、その意見を受け入れる姿勢を

持つことも必要である。そのあたりのバランス感覚を常にもって、的確な

対応を取ることが非常に重要である。 

 政策を進めていくには、住民の方との対話をはじめるうえでの事前準備や

検討作業を十分に取る必要がある。そのためにはマーケティングによって

住民の方々のニーズをしっかりと把握していくことが大切である。 
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せんが、なかなかカウンター（反対側）の意見を持っている住民の方には、受け入

れられないという状況になってしまいます。 

そのため、もう少し手前のプロセスで、住民の方との対話をはじめるうえでの準

備や検討作業が必要なのかなと、昨日の懇談会では感じました。こういうことは、

他にもいろいろなところでも必ずありますので、事前のマーケティングによって住

民の方々のニーズをしっかりと把握していくことが大切であると、改めて感じた次

第であります。 
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（３）経営基本方針３  ～ 次世代につなぐ財政基盤を確立する ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

論点３ 次世代につなぐ財政基盤を確立する

・将来世代にとっての受益と負担からみた行財政マネジメントとは？

・公共施設を戦略的・効果的に活用していくためには？

２２

資料編 ２４～２５頁（公共施設の面積）、２６～３３頁（主要事業費と職員定数構成比）、３４頁（公共施設の建て替え方針）、３５～３６頁（新たな学校づくり推進計画）
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【佐藤専門委員】 

 

第一部の「まちだ未来づくりビジョン２０４０」のところで、２０４０年のな

りたい未来という部分がありましたけが、実は、「なりたい未来」と「なれる未

来」は異なります。そして、「なれる未来」というのは所詮身の丈に合った未来

ということになると思います。この身の丈の大きさを決めるのが「財政基盤」と

いうことになります。したがいまして、「なりたい未来」を実現したければ、

「財政基盤」を強化しないことには、身の丈が伸びていかないということになる

のかと思います。 

いろいろな自治体でこのような話をすると、「じゃあ国が補助金をもっとくれ

ればいい」というような話になってしまうのですが、国は当てになりません。私

は財政分野の国の審議会委員や研究をやっていますので、信用していいと思いま

すよ。したがって、自治体が「自分たちでどうやって税収と歳入を確保するか」

ということが、やっぱり問われてくると思います。もちろん、主要な税収は固定

資産税や住民税ということになりますが、それ以外にも税外収入があります。あ

るいは、民間の知見の活用や業務委託などによって、民間が利益を上げたりもし

ます。そういった税外収入を活用するということも含めて、財政基盤の強化が必

要であるということです。 

もう一つが、国の審議会等の委員の仕事をしていてもいつも思うのですが、財

政再建や財政基盤の強化を考えていくときに、なかなか国民がついてこないとい

う点があります。なぜかというと、ひとことで言えば国民が自分事にならないと

いうことです。なぜ自分事にならないかというと、簡単に言えば行政から公開さ

 「なりたい未来」と「なれる未来」は異なり、「なれる未来」は身の丈に

合った未来である。この身の丈の大きさを決めるのが「財政基盤」なので

「なりたい未来」を実現するには「財政基盤」を強化する必要がある。 

 税外収入の確保や、官民連携により財政基盤を強化していくことが必要

である。今後は、自治体が自分たちでどうやって税収と歳入を確保する

かということが問われていく。 

 特定の公共施設や上下水道など、行政サービスの受益者が確定するもの

については、給付や受益に対して住民の方々の負担をしっかりとリンク

させていくことが重要である。 

 公共施設の再編に関して議論を深めるには、利用者数や行政費用などの

客観的な情報に基づいて、市民のみなさまと対話を進めていくことが必

要である。 
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れているコスト情報が十分ではなく、コスト意識が欠如しているからだと思いま

す。この点では、町田市では早くから財務諸表をつくり、政策に係る行政費用と

して市民の方々にも詳細に開示していますので、コスト情報の提供という点にお

いては、一歩進んでいると思います。 

問題はその次でありまして、論点３の「受益と負担からみた行財政マネジメン

ト」という文言に関わってきます。つまり、コストと受益をどうやってリンクさ

せていくかということだと思うのです。具体的に言うと、例えば手数料、使用料、

下水道の料金、あるいは国民健康保険の保険税もですが、やはり、給付や受益に

対してしっかりと住民の方々の負担をリンクさせていくことが重要であると思い

ます。現在は、例えば下水道維持管理費用においても、多くが一般会計から補填

されていますので、住民の方々が直接公共料金として払っている額が、必ずしも

コストに見合っているかというとそうでもないわけであります。そのため、受益

に対しては、それをしっかりと負担していただく方針があっていいと思います。 

もちろん、一般の行政サービスは、全市民が一般的に受益していますので、そ

れに対しては全市民が税金というかたちで負担する、ということが基本となりま

す。ただし、特定の公共施設や上下水道などについては、受益者が確定しますの

で、このような行政サービスについては特定の受益者に対して、きちんと負担を

求め、受益と負担をリンクさせるということが不可欠となります。そうしていか

ないと、「やっぱり行政サービスは無料だ」と思われる傾向が出ますので、コス

ト意識の喚起ということは、嫌な話ではありますけれども、やっていかなくては

いけないことであると思っています。 

最後に、小中学校の集約化について触れさせていただきます。今後は公共施設

を集約化させていくということが本格的に必要となると思いますが、これこそま

さに市民との対話であると考えています。では、その対話において何を扱うかと

いうことですが、「思い」や「願い」などの主観的な内容ではどうにもならない

ので、やっぱり客観的なエビデンスが必要だと思うのです。例えば、公民館や図

書館であれば利用者数があります。利用者の数が少ないのに、もう一度同じ公共

施設を作るのかといったらそうではないですよね。あるいは公共施設に関する行

政費用というコスト情報があります。利用者数に対する行政費用が見合っている

かどうかなど、客観的なエビデンスをもって市民の方々に語りかけていくという、

これが本来国の目指しているＥＢＰＭ（Evidence Based Policy Making:政策目的

を明確にしたうえでデータやプロセスを用いて合理的根拠に基づくものとするこ

と。）の姿だと思います。特に、公共施設の再編に関して議論を深めるには、こ

のような客観的な情報に基づいて、市民のみなさまと対話を進めていくことが必

要ではないかと思います。  
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【山本専門委員】 

 

町田市では、これから中学校の学校給食センターを作っていくということです

から、公共施設の集約化に関連して触れさせていただきます。学校や保育所等の

給食提供の大きな問題は、結局は、給食の施設や設備を他の用途に使えないとい

うことが挙げられると思います。学校や保育所等の給食施設は、法的な規制があ

るため、給食提供以外の用途には用いることがなかなかできません。現在は、施

設や設備の稼働時間からみると、子どもの昼食を提供するためだけに稼働してい

るという状況になっています。 

でもよく考えてみると、もう少し柔軟な活用方法もあるのではないでしょうか。

私は以前から申し上げているのですが、例えば学校給食以外に、保育所の給食と

共同で提供してはどうか、あるいは、民間に給食調理を委託するのであれば、本

来の稼働時間外に民間の営利事業をやってもらうことも可能ではないかと考えて

います。そうすると施設や設備に係る補修費用等についても、民間業者に一部を

負担してもらうこともできると思います。そのような取り組みによって、行政の

財政負担が減るのであれば、それはむしろ積極的に施設機能の有効活用を図って

いくことが合理的です。 

こうした取り組みは、様々な活用によって仮に運営費や賃金等のトータルコス

トが上がったとしても、結果として地域資源の分配や地域経済の活性化にもつな

 学校や保育所等の給食提供の大きな問題は、給食の施設や設備を他の用

途に使えないということが挙げられるが、もう少し柔軟な活用方法を検

討していく必要がある。 

 給食提供の稼働時間外は民間業者に貸し出すなどにより、積極的に施設

機能の有効活用を図ることができれば行政の財政負担を軽減していくこ

とができる。こうした取り組みは、様々な活用によって仮に運営費や賃

金等のトータルコストが上がったとしても、結果として地域資源の分配

や地域経済の活性化にもつながっていく。 

 受益と負担の問題については、どこかの時点で使用料等を急に値上げし

ないと立ち行かなくなるということがないように、受益者負担を徹底

し、コストと収益の関係を分かりやすく紐づけた情報に整理していくこ

とが必要である。 

 自治体の財政について、家計と同じように自分事として市民に捉えても

らうための方法を、今後考えていく必要がある。 
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がっていくことであると考えています。そのため、私は２～３０年前から訴え続

けていますが、なかなか賛同が得られておりませんので、国の規制改革委員会で

仕事をしている佐藤委員にも、ぜひこのあたりの改革を頑張っていただければと

思っています。 

最後に、受益と負担について触れたいと思います。様々なシミュレーションに

よると、一般会計の操出金というのは結構水準が高いということがあります。こ

れは確かに国庫支出金や公営企業会計等の問題もありますので、どのあたりが適

正な水準かどうかについては、従来からずっと議論になってきているわけです。

基本的には受益と負担の原則というのがあって、一応形式的には処理はされてい

るわけですが、今後は、受益者負担を徹底することで、コストと収益の関係を分

かりやすく紐づけた情報に整理していくことが必要です。こうした取り組みをし

ないと、どこかで急に料金の値上げをしないと立ち行かなくなり、現に他の自治

体でも実際にそのようなことが発生しています。町田市ではそうならないように、

取り組んでいただきたいと思います。 

ただし、一番の問題としては、コスト情報や公会計制度の情報を公表しても、

市民が「痛い」というふうに感じてくれないという点が挙げられます。家計が赤

字になれば「これは痛い」ということになるのですが、自治体の財政が赤字にな

っても、なかなか自分事として痛切に感じてもらうことができないのです。今後

は、市民にどうやって自分事として捉えてもらうかということを、しっかりと考

えていく必要があると思います。例えば、居住自治体の財政が赤字のデータにな

ると、何らかの形で直接的に住民に情報を届けられるとか、ここはデジタルの活

用等も踏まえて、私自身も今後もう少しアイデアを考えたいと思います。 
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【岡本専門委員】 

 

さきほどコンセプトの話が出ましたので、「調査」の重要性の観点から申し上

げます。「ＣＰバランス」という、商品やサービスをコンセプト（Concept）とパ

フォーマンス（Performance）の２側面から分析する市場調査の方法があります。

まずは、商品購入前・サービス利用前にどのくらい欲しい・利用してみたいと思

うか、商品やサービスのコンセプトそのものがどのくらい理解されているかとい

う評価です。例えば、コンセプトに沿ったコマーシャル制作を行います。そのコ

マーシャルに消費者が触れて、多くの人が「良さそうだ」と思えば売れ、そうで

ない場合は売れませんので、ＣＰバランスの分析では、まず、コンセプトの段階

で商品やサービスの評価を行います。 

そしてもう一つは、購入後・利用後に体験して良かったと思うか、商品やサー

ビスのパフォーマンスそのものが消費者にどう受け入れられているかという評価

です。商品やサービスが実際に購入されたり利用されたりした段階で、再度評価

するわけです。このような２段階の評価をしていくと、「コンセプトは良かった

けれど、買ってみたらだめだった」という結果や、「コンセプトはどうってこと

ないけれど、使ってみたら製品は良かった」という結果が出てくるのですね。企

業は、そういうことを繰り返していきながら、商品やサービスが継続的に消費者

に受け入れられるよう、ＣＰバランスのレベルを上げていくのです。一部の企業

のコンセプトは、このような取り組みで非常に高いレベルまで洗練されていくわ

けですが、時々、コマーシャルを見て何をいいたいのか分からないというものが

あるのは、ＣＰバランスの分析レベルが低いということであります。 

この方法論は、行政サービスにおいてもあてはまると思います。市民ニーズの

調査などにおいては、ＣＰバランスのように分析や解釈によって明らかにしたい

 調査においては、「ＣＰバランス」の手法のように、サービス利用前のコ

ンセプトと利用後のパフォーマンスに分類するなど、分析や解釈によって

明らかにしたいことを前提に設問項目を設定していくことが重要である。 

 調査の視点を階層化し、分析・解釈していくといった取り組みが調査の基

本となる。このような取り組みが組織の中である程度習慣化していくと、

少しずつ社員一人ひとりの調査レベルが上がっていき、組織能力も高まっ

ていく。そして、顧客が本質的に求めているサービスへの転換がもたらさ

れ、不要なサービスがなくなり、ひいては質の高い経営が実現されてい

く。 
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ことを前提にして、設問項目を設定していくことが重要であります。このように、

そもそも本来の「調査」というのは何かというと、ロジックを組み込んでインタ

ビューを行い、質の違いを明らかにしていくことをいいます。この点で、量の違

いを分析していくアンケート調査とは異なります。 

調査に必要な観察力や洞察力のためには、まず英語の「Be」相手がどんな人生

観なのか、次に「Do」生活習慣はどうか、そして「Buy」や「have」として何を求

めているか・購入しているかなどと、調査の視点を階層化していきます。その階

層化を基に、それぞれの日常生活の様子や行動の状況をヒアリングするのです。

そうすると、調査対象者の生活における価値や、その上位概念としての人生観と

の葛藤などの心理が見えてきます。そして、これらを階層的に分析し、解釈して

いく、こういった取り組みが調査の基本となります。 

こうした手法を応用して、ユーザーが既存製品に対してネガティブに感じる理

由や深層心理、これをカテゴリーインサイトといいますが、そのカテゴリーの何

がネガティブな要素であるかを探っていくこともできます。 

例えば、パナソニックが開発した女性用の電動歯ブラシの話が象徴的です。 

それまでの男性用電動歯ブラシは、女性には「中年男性が自宅で使用するもの」

として映り、全くぴんとこなかったのです。そこでパナソニックでは、それを

「ランチを食べた後の女性が化粧室に持って行けるようにするには、どういうふ

うに変えていったらいいのか」という視点によって、行動調査と商品開発を進め

ました。こうした調査から、まず「ポーチに入る大きさであること」、それから

「マスカラのような仕様であること」というふうに、具体的に掘り下げます。そ

うしないと技術部門が「既存製品をピンクにするだけ」という発想で作ってしま

いますから、調査から詳細にユーザーが求めているものを分析していくのです。

そして、このようなことが組織の中である程度習慣化されますと、少しずつ社員

一人ひとりの調査レベルが上がっていき、組織能力も高まっていきます。そして、

顧客が本質的に求めているサービスへの転換がもたらされ、不要なサービスがな

くなり、ひいては質の高い経営が実現されます。 

石阪市長も、日ごろからマーケティングなどの調査が大事だということをいっ

ておられますので、どうか「調査マニアックな自治体」になって、全国の自治体

を牽引していただければと思います。  
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【石阪市長】 

 

最後に、さきほど山本先生がお話にされた学校給食に関連して申し上げます。

町田市では、３ヵ所の中学校給食センターの整備を予定しています。そして、整

備予定地うち、市内の中央部分にあたる旧忠生第六小学校の跡地については、持

続可能な財政の見本を作ろうというコンセプトからスタートをしています。 

まず、中学校の給食センターは、市役所が運営しないで民間企業が経営するこ

ととします。もちろん、一番目の「お客さん」は中学校の生徒です。中学校の生

徒と先生も含めた顧客が最初のターゲットとなるわけです。そして２番目の顧客

は誰かと言えば、高齢者の方々ということになります。つまり、高齢者の方が寄

り集まって、そこで食事ができる場を提供していく、これがターゲットの２番目

となります。３番目のターゲットは、地域の子ども食堂への食材の供給です。給

食の食材が少し余った場合のために、子ども食堂との連携を図っていきます。 

さらに４番目は、災害時に食料調達ができない場合、調理業務を担ってもらう

ということです。これも給食センターを整備していく条件のひとつとします。そ

して最後の５番目ですが、ここは条件ではなくて「ご勝手にどうぞ」ということ

になります。つまり、給食センターを運営する民間事業者が企業の営利事業とし

てお弁当を作ったり配達したりということができるようにします。つまり、調理

設備があるわけですから、極端にいうと２４時間稼働させることができる。そこ

まではないにしても、調理設備を稼働させるということになれば、投資は町田市

がするにしても、経営は民間企業がやったほうが、給食の提供以外の様々な活用

 中学校の給食センターについては、投資は町田市がするにしても経営は民

間企業がやったほうが給食の提供以外の様々な活用による付加価値が生ま

れていく。もっと言えば、町田市が投資するといっても、投資のファイナ

ンスについても、もしかしたら企業側がファイナンスをするかもしれませ

ん。そういった意味で中学校の給食センターは、持続可能な財政運営を行

っていく一つの見本となる施設として整備していきたい。 

 市役所が何かのサービスを供給するのではなくて、市役所はサービスの供

給するやり方や資源を多様な主体に用意する「プラットフォーマー」の役

割を果たす方向性にシフトしていくことが大切である。 

 新たに策定した経営基本方針に沿って、市民や事業者のみなさまのやりた

いことが実現できるよう、町田という地域で多様な主体がそれぞれの力を

存分に発揮できるような行政経営を行っていく。 
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による付加価値が生まれるのです。もっと言えば、町田市が投資するといっても、

投資のファイナンスについても、もしかしたら企業側がファイナンスをするかも

しれないというところまで踏み込むことも可能かもしれません。そうすると、山

本委員の３０年来のご提案が何とか実現しそうなところまで来ているということ

になります。この方向性については、地域の方も含めて好意的に受け止められて

いますので、３・４年のうちにはそういう多機能的な要素を持った給食センター

が整備できるのではないかと考えています。 

中学校の給食センターは、持続可能な財政運営を行っていく一つの見本となる

と思います。そして、市民や事業者等の知恵やノウハウをつないでいく「プラッ

トフォーマー」の役割についても、持続可能な行政経営を目指すという点で、同

じ考え方に立つものとなります。したがって私としては、市役所が何かのサービ

スを供給するのではなくて、サービスを供給するやり方やサービスの元となる資

源などを、多様な主体に用意する役割を果たす、そういう方向性にシフトしてい

くことが大切であると考えています。そういった意味で、最初に佐藤委員が言わ

れた「プラットフォーマー」が行政の役割になるかと思います。今後は、職員に

もそういう考え方を身につけてもらいたいと思います。新しい基本構想の中でも、

行政経営のあるべき姿を「みんなの“なりたい”がかなうまち」とし、この考え

を踏まえて、基本計画にあたる経営基本方針を策定しています。今後はこの方針

に沿って、市民や事業者のみなさまのやりたいことが実現できるよう、町田とい

う地域で多様な主体がそれぞれの力を存分に発揮できるような、そのような行政

経営を行っていきたいと思います。 

 


